
（平成２３年１２月７日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 41 件

国民年金関係 8 件

厚生年金関係 33 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 42 件

国民年金関係 11 件

厚生年金関係 31 件

年金記録確認東京地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                      

  

東京国民年金 事案12578 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 51 年１月から同年４月までの期間及び 52 年７月から 53 年３月まで期

間の国民年金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を

訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和26年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和51年１月から同年４月まで 

             ② 昭和52年７月から53年３月まで 

    私は、結婚した昭和 50 年４月頃に国民年金の加入手続を行い、その後、転居の都

度、国民年金の住所変更手続を行い、申立期間①及び②の国民年金保険料を納付して

きた。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①については、申立人に係る国民年金被保険者台帳（以下「特殊台帳」と

いう。）によると、申立期間①のうち、昭和 51 年４月の国民年金保険料の納付欄に

は納付したことを示す「納」の印が無く、未納であることを示す空欄となっているに

もかかわらず、同年度における納付月数の欄は「12」と記載されており、申立期間①

に係る行政側の記録管理に不適切な点が認められる。 

また、申立期間①の直前の昭和 50 年 10 月から同年 12 月までの期間の保険料は、

申立人の所持する領収証書によると、同年 12月 23日にＡ金融機関Ｂ支店の口座から

口座振替により納付されていることが確認できる。加えて、申立期間①における住所

は、申立人の所持する年金手帳によると、「変更後の住所」の記載欄に、当該期間中

の 51年３月 28日を変更日としてＣ市からＤ区への住所変更手続が行われていること

が確認できる。これらのことから、申立期間①のうち、同年１月から同年３月までの

期間の保険料は、申立人が転居する直前に口座振替により納付されたものと考えるの

が自然である。 

さらに、申立期間①は４か月と短期間であり、その前後の期間の保険料は、申立人

の所持する領収証書によると、現年度納付されていることが確認できる。 

２ 申立期間②については、申立人の当該期間に係る住所は、前述の特殊台帳によると、



                      

  

申立期間②の直前の昭和 52年６月 29日を変更日としてＤ区からＥ市へ住所を変更し

た記載があり、また、同市の国民年金係は、「転入（変更）日以降の期間に係る保険

料の納付書は、当市で発行されていたと思う。」と述べていることから、申立人に対

して申立期間②に係る納付書が発行されていたものと推認できる。 

さらに、申立期間②の直後の昭和53年４月から54年３月までの期間に係る保険料

は、申立人が所持する領収証書によると、同年３月３日に納付されていることが確認

できることから、申立期間②の保険料は、当該保険料の納付の時点においては、納付

することが可能である。 

加えて、申立期間②は９か月と短期間であり、申立人は、オンライン記録によると、

申立期間①及び②を除き国民年金の加入期間における保険料を全て納付していること

が確認できる。 

３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金保険料

を納付していたものと認められる。 

  



                      

  

東京国民年金 事案12579 

             

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、平成元年４月から同年６月までの国民年金保険料につい

ては、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和40年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和61年４月から同年12月まで 

                          ② 平成元年４月から同年６月まで 

    私の昭和 62年７月から 63年７月までの期間に係る国民年金保険料は、当該保険料

を納付してから 15年以上経過した平成 15年３月に、昭和 62年７月から 63年３月ま

での期間の保険料が重複納付であり、また、同年４月から同年７月までの期間の保険

料が厚生年金保険の加入期間であったことから過誤納であることが判明したとして、

両期間に係る保険料が還付された。重複納付又は過誤納となる保険料を納付した時点

においては、申立期間①は未納であったので、当該期間に充当することができたはず

である。 

また、申立期間②は、納付書が送られてきていたので、私は、母に納付書を渡し、

母が納付したはずである。 

重複納付又は過誤納とされた保険料が申立期間①に充当されず未納とされ、申立期

間②の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人の国民年金手帳の記号番号は、オンライン記録によると、記号番号Ａと記号

番号Ｂの二つの番号が払い出されていることが確認できる。記号番号Ａは、Ｃ市に係

る国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立期間①直前の昭和 61 年３月に、申立

人の実家があるＣ市において払い出されていることが確認でき、また、記号番号Ｂは、

オンライン記録によると、申立期間②より後の平成元年８月頃に、申立人が当時住ん

でいたＤ区において払い出されていることが推認できる。 

２ 申立期間②については、申立人の記号番号Ｂは、前述のとおり平成元年８月頃に払

い出されていることから、申立期間②の国民年金保険料は、当該記号番号により現年

度納付することが可能である。 



                      

  

また、申立期間②は３か月と短期間であり、記号番号Ｂが払い出された平成元年８

月の時点において納付することが可能であった昭和 62 年７月以降の加入期間に係る

保険料は、申立期間②を除き全て納付されていることが確認できる。さらに、申立人

が平成元年７月に婚姻するまでの期間に係る保険料を全て納付したとする申立人の母

親は、「送られてきた納付書の保険料は全て納めた。」と述べている。これらのこと

を踏まえると、申立人が婚姻する直前の期間である申立期間②の保険料については、

納付されていたと考えるのが自然である。 

３ 申立期間①については、申立人の記号番号Ａは、前述のとおり、Ｃ市に係る国民年

金手帳記号番号払出簿によると、昭和 61 年３月に払い出されていることが確認でき、

また、オンライン記録によると、記号番号Ａにより、申立人の 62年４月から 63年３

月までの期間に係る保険料が 62 年 10 月に、63 年４月から同年７月までの期間に係

る保険料が同年７月にそれぞれ納付されていることが確認できる。一方で、オンライ

ン記録によると、前述の記号番号Ｂにより、62 年７月から 63 年３月までの期間に係

る保険料が平成元年８月以降に納付されていることが推認できる。また、記号番号Ａ

と記号番号Ｂに係る納付記録が 15 年３月に統合された結果、昭和 62 年７月から 63

年３月までの期間に係る保険料が記号番号Ａと記号番号Ｂにより重複して納付されて

いることが判明し、さらに、63 年４月から同年７月までの期間に係る保険料が厚生

年金保険の加入期間と重複していたため、記号番号Ａにより納付された当該期間に係

る国民年金保険料の過誤納が判明した。このため、重複納付期間である 62 年７月か

ら 63 年３月までの期間に係る保険料及び厚生年金保険との重複期間である同年４月

から同年７月までの期間に係る保険料は、平成 15 年５月１日付けで還付されたもの

であり、申立人は、当該期間に係る保険料を納付した時点においては、申立期間①の

保険料は未納であったから当該還付金を申立期間①の保険料に充当すべきであると主

張している。 

しかしながら、前述のとおり、記号番号Ｂにより重複納付された申立人の昭和 62

年７月から 63 年３月までの期間に係る保険料は、時効期限である平成元年８月以降

に納付されているものと推認され、申立期間①は、当該納付の時点においては、時効

により保険料を納付することができない期間であることから、当該期間の保険料に重

複納付された保険料を充当することはできない。 

また、厚生年金保険の加入期間との重複期間である昭和 63 年４月から同年７月ま

での保険料は、前述のとおり、オンライン記録によると、記号番号Ａにより同年７月

に納付されていることが確認でき、申立期間①の一部は、当該保険料の納付時点にお

いては、重複期間に係る保険料を充当することは可能な期間である。しかし、オンラ

イン記録によると、記号番号Ａにおいて平成元年４月に申立人について不在決定がさ

れている上、申立人が国民年金と厚生年金保険との重複による資格記録の訂正を申し

入れた状況も見当たらず、申立期間①は、当該不在決定の時点においては、時効によ

り保険料を納付することができない期間であることから、当該期間に厚生年金保険と

の重複期間に係る保険料を充当することはできない。なお、記号番号Ａが記号番号Ｂ



                      

  

に統合され、重複納付及び過誤納が判明した 15 年３月の時点において、申立期間①

は、時効により保険料を納付することができない期間であることから、当該期間に重

複納付及び過誤納とされた保険料を充当することはできない。 

４ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、平成元年

４月から同年６月までの国民年金保険料を納付していたものと認められる。 

  



                      

  

東京国民年金 事案12580 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 46 年１月から同年３月までの国民年金保険料につ

いては、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和15年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和42年10月から45年３月まで 

             ② 昭和46年１月から同年３月まで 

    私は、夫婦で店を開業した昭和 42年 11月に、住民票の異動手続と一緒に夫婦二人

の国民年金の加入手続を行った。また、私は、夫婦二人の申立期間の国民年金保険料

を金融機関の窓口で納期限までに納めてきた。申立期間の保険料が未納とされている

ことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間②については、申立人の国民年金手帳の記号番号は、オンライン記録によ

ると、昭和 42年 11月頃に払い出されていることが推認でき、当該期間は、当該手帳

記号番号の払出しの時点において、国民年金保険料を納付することが可能な期間であ

る上、３か月と短期間であり、オンライン記録によると、当該期間の前後の期間の保

険料は納付済みであることが確認できる。 

また、申立期間②の前後を通じて申立人の仕事や住所に変更は無く、生活状況に大

きな変化はうかがわれず、申立人が納付したとする保険料の納付金額及び納付方法は、

申立期間②当時の保険料額とおおむね一致し、納付方法も符合することなどから、申

立内容に不自然さは見られない。 

２ 申立期間①については、申立人の手帳記号番号は、前述のとおり、昭和 42年 11月

頃に払い出されていることが推認できることから、当該期間の保険料を納付すること

は可能である。 

しかしながら、申立人は、「夫婦二人の保険料は、区役所から送られてきた納付書

で、金融機関の窓口で納付した。納付金額は、最初の頃は月額 400 円かそこらだっ

た。」と述べているが、申立人が申立期間①当時に居住していたＡ区における保険料



                      

  

の納付方法は、印紙検認によるものであり、申立人の述べている納付書による納付方

法と相違し、また、申立人が述べている１か月当たりの保険料の納付金額は、申立期

間①当時の保険料月額と相違している。 

また、申立人の住所は、住民票によると、申立期間①の初めの昭和42年11月から

Ａ区とされていることが確認でき、申立人の姓は、戸籍によると、43 年４月に婚姻

により変更されていることが確認できるものの、同区が作成した国民年金被保険者名

簿によると、45 年２月に、旧姓から婚姻後の姓への国民年金の氏名変更手続が行わ

れていることが確認できる。これらのことから、申立人は、前述のとおり、夫婦で店

を開店したとする 42年 11月頃に旧姓で手帳記号番号の払出しを受けてから当該氏名

変更手続が行われた 45 年２月までの間、国民年金の氏名変更手続等を行わなかった

ものと考えられる。 

加えて、申立人が申立期間①の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）が無い。 

このほか、申立人が申立期間①の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事

情は見当たらない。 

３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭和 46

年１月から同年３月までの国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

東京国民年金 事案12591 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 53 年 12 月、54 年１月、同年４月、同年５月及び

同年８月の国民年金保険料については、納付していたものと認められることから、納付

記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和25年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和45年５月から53年５月まで 

             ② 昭和53年12月及び54年１月 

             ③ 昭和54年４月及び同年５月 

             ④ 昭和54年８月 

    私は、国民年金の加入手続を行い、送られてきた納付書で国民年金保険料を納付

してきた。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間②、③及び④については、当該期間は２か月、２か月及び１か月といずれも

短期間であり、当該期間前後の期間の国民年金保険料は納付済みであるほか、申立人の

国民年金手帳の記号番号は当該期間前の昭和 53 年５月頃に払い出されており、当該期

間の保険料は現年度納付することが可能であり、当該期間前後の期間の保険料は現年度

納付されているなど、申立内容に不自然さは見られない。 

しかしながら、申立期間①については、申立人が当該期間の保険料を納付していたこ

とを示す関連資料(家計簿、確定申告書等)が無く、申立人は国民年金の加入手続の時期

に関する記憶は曖昧であるほか、申立人の上記手帳記号番号が払い出された時点では当

該期間の大半は時効により保険料を納付することができない期間であり、申立人は保険

料を遡って納付した記憶は無い。 

また、申立人は当該期間当時に年金手帳を所持した記憶は無いと説明しており、当該

期間当時に申立人に別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見

当たらないなど、申立人が当該期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事

情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は､申立期間のうち、昭和 53 年



                      

  

12 月、54 年１月、同年４月、同年５月及び同年８月の国民年金保険料を納付していた

ものと認められる。 



                      

  

東京国民年金 事案12592 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 58年４月から 62年６月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和19年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和58年４月から62年６月まで 

 私たち夫婦は、国民年金保険料の申請免除をしていたが、昭和 58 年末に夫婦で話

し合い、昭和59年度から夫婦二人の保険料を妻が納付することとした。 

 妻は、昭和 59年４月に 59年度の保険料を前納し、後日区役所から保険料を２年遡

って納付することができると電話があったので同年４月に 58 年度の保険料を遡って

納付し、60 年度及び 61 年度の保険料は前納した。その後の保険料は、口座振替で納

付することにしたが、手続の行き違いからか 62 年４月から同年６月までの保険料が

未納となったので、後から納付書で３か月分の保険料を納付した。 

 申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人夫婦は、昭和 54 年２月から店舗を経営し、開店当初は借入金返済のため、保

険料を納付することが負担であったことから保険料の免除申請を行い、店舗を他区に移

転した 57 年８月以降は業績が好転し、保険料を納付するめどが立ったので、58 年末に

夫婦で話し合い、59 年度から夫婦二人の保険料を妻が納付することとし、具体的には

59 年度の保険料を前納した後、58 年度分は遡って納付、60 年度分と 61 年度分は前納、

62 年４月から同年６月までの保険料は 63 年１月に納付したと説明している。保険料の

納付に関する動機及び経緯についての妻の説明内容は、申立期間直前の 55 年４月から

58 年３月までの３年間は保険料の申請免除期間であることがオンライン記録で確認で

きること、他区への転居を契機に店舗の経営が好転したとする区への転居時期は 57 年

８月であることが戸籍の附票で確認できること、及び申立期間当初の 58年から 63年ま

での店舗の売上高は上昇し、堅調に推移していることが申立人夫婦が経営する店舗の収

支内容を科目別・月別に記載した「月別総括集計表兼現金収支検算表」で確認できるこ

となどから、その説明は合理的であると認められる。 



                      

  

   また、夫婦二人分の保険料を一緒に納付していたとする申立人の妻は、保険料の納付

場所、納付方法について具体的に説明しており、妻が納付したと説明する申立期間に係

る各年度の保険料額は当時の夫婦二人分の金額とおおむね一致しているほか、夫婦二人

とも申立期間直後から60歳に到達するまでの保険料を全て納付している。 

   さらに、申立期間のうち、昭和 58年４月から 60年３月までの期間については、妻は

上記収支検算表の 59年３月欄の「事業主貸」欄に記載されている 43万円のうち家計費

８万円を除いた 35 万円から当該期間の保険料を納付したと説明しており、その内容は、

35 万円で上記両年度の保険料の金額を賄うことは可能であること、妻が当該期間の保

険料を上記出金翌月の４月に納付したと説明していること、59 年の月別の「事業主

貸」欄の記載額は３月の 43 万円を除き大部分の月が８万円と記載されており、この８

万円は家計費であったと推認できるなど、申立内容に不自然さは見られない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金保険料を

納付していたものと認められる。 



                      

  

東京国民年金 事案12593 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 58年４月から 62年６月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和26年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和58年４月から62年６月まで 

 私たち夫婦は、国民年金保険料の申請免除をしていたが、昭和 58 年末に夫婦で話

し合い、昭和59年度から夫婦二人の保険料を私が納付することとした。 

 私は、昭和 59年４月に 59年度の保険料を前納し、後日区役所から保険料を２年遡

って納付できると電話があったので同年４月に 58 年度の保険料を遡って納付し、60

年度及び 61 年度の保険料は前納した。その後の保険料は、口座振替で納付すること

にしたが、手続の行き違いからか 62 年４月から同年６月までの保険料が未納となっ

たので、後から納付書で３か月分の保険料を納付した。 

 申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人夫婦は、昭和 54 年２月から店舗を経営し、開店当初は借入金返済のため、保

険料を納付することが負担であったことから保険料の免除申請を行い、店舗を他区に移

転した 57 年８月以降は業績が好転し、保険料を納付するめどが立ったので、58 年末に

夫婦で話し合い、59 年度から夫婦二人の保険料を申立人が納付することとし、具体的

には 59 年度の保険料を前納した後、58 年度分は遡って納付、60 年度分と 61 年度分は

前納、62 年４月から同年６月までの保険料は 63 年１月に納付したと説明している。保

険料の納付に関する動機及び経緯についての申立人の説明内容は、申立期間直前の 55

年４月から 58 年３月までの３年間は保険料の申請免除期間であることがオンライン記

録で確認できること、他区への転居を契機に店舗の経営が好転したとする区への転居時

期は 57年８月であることが戸籍の附票で確認できること、及び申立期間当初の 58年か

ら 63 年までの店舗の売上高は上昇し、堅調に推移していることが申立人夫婦が経営す

る店舗の収支内容を科目別・月別に記載した「月別総括集計表兼現金収支検算表」で確

認できることなどから、その説明は合理的であると認められる。 



                      

  

   また、夫婦二人分の保険料を一緒に納付していたとする申立人は、保険料の納付場所、

納付方法について具体的に説明しており、申立人が納付したと説明する申立期間に係る

各年度の保険料額は当時の夫婦二人分の金額とおおむね一致しているほか、夫婦二人と

も申立期間直後から60歳に到達するまでの保険料を全て納付している。 

   さらに、申立期間のうち、昭和 58年４月から 60年３月までの期間については、申立

人は上記収支検算表の 59年３月欄の「事業主貸」欄に記載されている 43万円のうち家

計費８万円を除いた 35 万円から当該期間の保険料を納付したと説明しており、その内

容は、35 万円で上記両年度の保険料の金額を賄うことは可能であること、申立人が当

該期間の保険料を上記出金翌月の４月に納付したと説明していること、59 年の月別の

「事業主貸」欄の記載額は３月の 43 万円を除き大部分の月が８万円と記載されており、

この８万円は家計費であったと推認できるなど、申立内容に不自然さは見られない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金保険料を

納付していたものと認められる。 



                      

  

東京国民年金 事案12594 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 45 年３月及び同年４月の国民年金保険料について

は、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和21年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和43年３月から45年２月まで 

             ② 昭和45年３月及び同年４月 

             ③ 昭和45年５月から48年12月まで 

私の母は、私が学生だった 20 歳の時に国民年金の加入手続をし、国民年金保険料

を納付してくれていた。妻が昭和 50 年頃に区役所で厚生年金保険との重複納付につ

いて話したところ、職員から納付された保険料は返せないという説明を受けた。申立

期間①及び③の保険料が還付済みとされていること、申立期間②が国民年金に未加入

で保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間②については、申立人は、申立期間当時の国民年金保険料は母親が納付して

くれていたと説明しており、当該期間を含む昭和43年３月から45年４月までの期間の保

険料は、厚生年金保険加入による国民年金被保険者資格喪失を理由に52年１月に還付決

定されていることが還付整理簿及び還付・充当・死亡一時金等リストで確認できるもの

の、申立人の厚生年金保険被保険者資格の喪失日は45年３月31日であることから、当該

期間は本来国民年金の強制加入被保険者となる期間であり、申立人に係る記録管理が適

切に行われていなかった状況が認められ、保険料が還付される前は納付済期間であった

ことなど、申立人が当該期間の保険料を納付していたものと考えるのが相当である。 

しかしながら、申立期間①については、当該期間の保険料は上記のとおり厚生年金保

険加入による国民年金被保険者資格喪失を理由に昭和52年１月に還付決定されているこ

と、申立期間③については、当該期間の保険料は同理由により49年４月に還付決定され

ていることがいずれも還付整理簿で確認できる。これらの期間はともに厚生年金保険被

保険者期間であり、上記の還付整理簿には、還付金額、還付決定日及び支払日等が明確

に記載されており、当該期間の納付済み保険料が還付されていることについて不自然、



                      

  

不合理な点は見られず、当該期間の保険料の還付処理自体を疑わせる事情は見当たらな

い。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭和45年３

月及び同年４月の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

東京国民年金 事案12595 

                                    

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 41年１月から 43年８月までの期間のうち、41年４月から 43年３月ま

での国民年金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を

訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和15年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和41年１月から 43年８月までの期間のうち 24か月 

    私は、昭和 41年１月から 43年８月まで居住していた区の出張所において、国民年

金保険料の納付は義務であると職員に言われ、２年分の保険料を納付した。申立期間

の保険料が未納とされていることに納得できない。 

        

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 41年１月から 43年８月まで居住していた区の出張所において、２年

分の国民年金保険料として印紙のような薄い紙を 24 枚受け取ったことを記憶している

と具体的に説明しており、申立人が保険料を納付したと説明する出張所は申立期間当時

開設され、保険料の収納取扱い及び国民年金印紙の売りさばきを行っていたことが確認

できるほか、申立人の国民年金手帳の記号番号は申立期間中の 42 年４月頃に払い出さ

れており、この払出時点では 41 年４月から 43 年３月までの 24 か月分の保険料は現年

度納付することが可能であったなど、申立内容に不自然さは見られない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、昭和 41年１月から 43年８月

までの期間のうち、41 年４月から 43 年３月までの国民年金保険料を納付していたもの

と認められる。 

 



 

東京厚生年金 事案22085 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認め

られることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を平成 11年 12月６日、

資格喪失日に係る記録を同年 12 月 11 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を９万

2,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和35年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成11年12月６日から同年12月11日まで 

Ａ社に勤務していた申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間の給与支

給明細書を提出するので、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出があった給与支給明細書により、申立人は申立期間にＡ社に勤務し、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められ

る。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、標

準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険料給付が行われるのは、

事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見

合う標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の

額を認定することとなる。 

したがって、申立期間の標準報酬月額については、給与支給明細書において確認でき

る報酬月額から、９万2,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主から回

答は得られないが、仮に、事業主から申立人に係る被保険者資格の取得届が提出された

場合には、その後、被保険者資格の喪失届を提出する機会があったこととなるが、いず

れの機会においても社会保険事務所（当時）が当該届出を記録しておらず、これは通常

の事務処理では考え難いことから、事業主から当該社会保険事務所へ資格の得喪に係る



 

届出は行われておらず、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る平成 11年 12月の

保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。 

 



 

東京厚生年金 事案22086 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、平成４年６月 21 日から同年８月１日までの期間の厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められることから、申立人

のＡ社における資格取得日に係る記録を同年６月 21 日に訂正し、当該期間の標準報酬

月額を53万円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和26年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成４年５月21日から同年８月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間

に異動はあったが、同社に継続して勤務していたので、厚生年金保険の被保険者期間

として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録及びＡ社の申立人に係る給与支給表により、申立人は申立期間に

おいて同社に継続して勤務し、申立期間のうち、平成４年６月 21 日から同年８月１日

までの期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認めら

れる。 

また、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき標準

報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事

業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合

う標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額

を認定することとなる。 

したがって、当該期間の標準報酬月額については、上記給与支給表において確認でき

る保険料控除額から、53万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は、保

険料を納付したか否かについては不明としており、このほかに確認できる関連資料及び

周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 



 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が申立て

どおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所（当時）に対して行ったか

否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、行ったとは

認められない。 

一方、申立期間のうち、平成４年５月 21日から同年６月 21日までの期間について、

上記のとおり、申立人がＡ社に勤務していたことは認められるものの、上記給与支給表

によると、当該期間において給与から厚生年金保険料が控除されていないことが確認で

きる。 

このほか、申立人の当該期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 



 

東京厚生年金 事案22090 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間①について、申立人の株式会社Ａ社Ｂ支店における厚生年金保険被保険者の

資格喪失日は、昭和 40年３月 26日であると認められることから、申立人の資格喪失日

に係る記録を訂正することが必要である。 

また、申立期間①の標準報酬月額については、１万 6,000円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和19年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和38年11月１日から40年３月26日まで 

② 昭和40年４月から同年６月まで 

③ 昭和40年６月から41年２月まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間①の厚生年金保険の加入記録が無い。転勤

はあったが、昭和 40 年３月 25 日に給与をもらって同社を辞めた記憶があるので、

当該期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

また、Ｃ社に勤務した申立期間②及びＤ社に勤務した申立期間③の厚生年金保険

の加入記録も無いので、当該期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、Ａ社における複数の従業員の供述から、申立人が当該期間に同

社に継続して勤務していたことが推認できる。 

一方、Ａ社Ｂ支店に係る事業所別被保険者名簿によると、申立人の同社同支店におけ

る厚生年金保険被保険者資格の喪失日は、昭和 38年 11月１日と記録されているところ、

39年10月の標準報酬月額の定時決定が記録されていることが確認できる。 

また、上記被保険者名簿によると、Ａ社Ｂ支店において、申立人と同様、資格喪失後

の昭和 39年 10月に標準報酬月額の定時決定が記録されている従業員が複数いることが

確認できる。 

さらに、Ａ社の同僚は、昭和 39 年末に同社Ｂ支店から本社に転勤し、40 年５月末に

同社を退職したと供述しているところ、同社本社に係る事業所別被保険者名簿には当該

同僚の名前は無く、同社Ｂ支店に係る上記被保険者名簿に資格喪失日が同年６月１日と



 

記載されていることが確認できることから、当該期間当時、同社では、Ｂ支店から本社

に異動していた場合でも、Ｂ支店で継続して厚生年金保険に加入させていた者がいるこ

とが認められる。 

これらを総合的に判断すると、申立人に係る年金記録について、社会保険事務所（当

時）が適切な管理を行っていたとは認められず、申立人のＡ社Ｂ支店における資格喪失

日を、同僚の回答及び申立人の供述により勤務が推認できる昭和 40年３月 26日に訂正

することが必要である。 

なお、申立期間①の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ支店における昭和 38

年 10月及び 39 年 10月の社会保険事務所の記録から、１万 6,000円とすることが妥当

である。 

申立期間②について、Ｃ社に係る事業所別被保険者名簿により所在の確認できた従業

員 13 名に照会したところ、３名が申立人を記憶していることから、期間は特定できな

いが、申立人が同社に勤務していたことはうかがえる。 

しかしながら、Ｃ社に係る商業登記簿謄本により、同社は既に解散しており、事業主

及び取締役である事業主の妻は既に死亡しているため、同社から申立人の勤務状況及び

厚生年金保険料の控除について確認することができない。 

また、Ｃ社において、申立期間②当時、給与・社会保険事務を担当していた従業員は、

同社における申立人の雇用形態や厚生年金保険の加入状況について不明としているため、

当該従業員から申立人の厚生年金保険料の控除について確認することができない。 

さらに、上記被保険者名簿の健康保険証の番号に、欠番や遡って訂正処理した等の不

自然な記録は見当たらない。 

申立期間③について、Ｄ社に係る事業所別被保険者名簿により所在の確認できた従業

員 10 名に照会したところ、３名が申立人を記憶していることから、期間は特定できな

いものの、申立人が同社に勤務していたことはうかがえる。 

しかしながら、上記被保険者名簿によると、Ｄ社は、昭和 40 年 12 月 29 日付けで厚

生年金保険の適用事業所でなくなっており、申立期間③のうち、同年 12 月 29 日から

41年２月までの期間は適用事業所でないことが確認できる。 

また、Ｄ社の事業主は既に死亡しているため、事業主から申立人の勤務状況及び厚生

年金保険料の控除について確認することができない。 

さらに、Ｄ社の元経理担当者は、申立人は、昭和 40 年８月２日に厚生年金保険の被

保険者資格を取得した従業員より後に入社した記憶があり、申立人が入社した当時は同

社の経営状況が悪く、厚生年金保険に加入させなかったと供述している。 

このほか、申立人の申立期間②及び③に係る厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間②及び③に係る厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことを認めることはできない。 



 

東京厚生年金 事案22091 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間①から⑤までについて、申立人は、その主張する標準賞与額に基づく厚生年

金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、申立人の

当該期間の標準賞与額に係る記録を、平成 16年 12月 14日は９万 6,000円、17年７月

20日及び同年 12月 13日は 40万円、18年７月 12日及び同年 12月 13日は 42万円とす

ることが必要である。 

また、申立人の申立期間⑥に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされているが、

申立人は、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給

付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例法」という。）に基づき、申立

人の当該期間の標準賞与額に係る記録を44万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和52年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成16年12月14日 

② 平成17年７月20日 

③ 平成17年12月13日 

④ 平成18年７月12日 

⑤ 平成18年12月13日 

⑥ 平成19年７月14日 

Ａ社において、申立期間①から④までに支給のあった賞与から厚生年金保険料が控

除されていたが、同社の届出誤り又は届出を行っていなかったことにより、標準賞与

額が正しく記録されていない。また、Ｂ社において、申立期間⑤及び⑥に支給のあっ

た賞与から厚生年金保険料が控除されていたが、同社が当該賞与について届出を行っ

ていなかったため、標準賞与額の記録が無い。同社は、その後、申立期間⑥に係る標

準賞与額の訂正の届出を行ったが、厚生年金保険料は時効により納付できず、当該記

録は年金の給付に反映されないので、各申立期間の標準賞与額を正しい記録に訂正し

てほしい。 



 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社から提出された「支給控除項目一覧表」、申立人から提出された「給与支給明細

書」、「給与所得の源泉徴収票」及び「市民税・県民税特別徴収税額通知書（納税義務

者用）」並びに金融機関から提出された「取引推移一覧表」（以下「給与支給明細書

等」という。）により、申立人は、申立期間にＡ社又はＢ社から賞与の支払を受け、当

該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

また、特例法に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保

険給付が行われるのは、事業主が控除していたと認められる保険料額及び申立人の賞与

額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であり、これらの標準賞与額のいずれか低い

方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間①及び③に係る標準賞与額については、給与支給明細書等にお

いて確認又は推認できる保険料控除額から、平成 16年 12 月 14日は９万 6,000円、17

年12月13日は40万円とすることが妥当である。 

また、申立期間②及び④から⑥までに係る標準賞与額については、給与支給明細書等

において確認できる賞与支給額から、平成 17 年７月 20 日は 40 万円、18 年７月 12 日

及び同年12月13日は42万円、19年７月14日は44万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立てに係る健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届の届出誤り又は届出を社

会保険事務所（当時）に対して行っていなかったことにより、当該標準賞与額に基づく

厚生年金保険料を納付していないことを認めていることから、これを履行していないと

認められる。 



 

東京厚生年金 事案22092 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間②から④までについて、申立人は、その主張する標準賞与額に基づく厚生年

金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、申立人の

当該期間の標準賞与額に係る記録を、平成 17年 12月 13日は 40万円、18年７月 12日

及び同年12月13日は42万円とすることが必要である。 

また、申立人の申立期間⑤に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされているが、

申立人は、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給

付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例法」という。）に基づき、申立

人の当該期間の標準賞与額に係る記録を44万1,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和57年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成17年７月20日 

② 平成17年12月13日 

③ 平成18年７月12日 

④ 平成18年12月13日 

⑤ 平成19年７月14日 

Ａ社において、申立期間①から③までに支給のあった賞与から厚生年金保険料が控

除されていたが、同社の届出誤り又は届出を行っていなかったことにより、標準賞与

額が正しく記録されていない。また、Ｂ社において、申立期間④及び⑤に支給のあっ

た賞与から厚生年金保険料が控除されていたが、同社が当該賞与について届出を行っ

ていなかったため、標準賞与額の記録が無い。同社は、その後、申立期間⑤に係る標

準賞与額の訂正の届出を行ったが、厚生年金保険料は時効により納付できず、当該記

録は年金の給付に反映されないので、各申立期間の標準賞与額を正しい記録に訂正し

てほしい。 

 

 



 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社から提出された「支給控除項目一覧表」、申立人から提出された「給与所得の源

泉徴収票」、行政機関から提出された「給与支払報告書」及び金融機関から提出された

「取引推移一覧表」（以下「給与支給明細書等」という。）により、申立人は、申立期

間②から⑤までにＡ社又はＢ社から賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料

を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

また、特例法に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保

険給付が行われるのは、事業主が控除していたと認められる保険料額及び申立人の賞与

額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であり、これらの標準賞与額のいずれか低い

方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間②に係る標準賞与額については、給与支給明細書等において推

認できる保険料控除額から、40万円とすることが妥当である。 

また、申立期間③から⑤までに係る標準報酬月額については、給与支給明細書等にお

いて確認又は推認できる賞与支給額から、平成 18 年７月 12 日及び同年 12 月 13 日は

42万円、19年７月14日は44万1,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立てに係る健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届の届出誤り又は届出を社

会保険事務所（当時）に対して行っていなかったことにより、当該標準賞与額に基づく

厚生年金保険料を納付していないことを認めていることから、これを履行していないと

認められる。 

一方、申立期間①については、給与支給明細書等において推認できる賞与支給額に見

合う標準賞与額（５万円）は、オンライン記録の標準賞与額と一致していることから、

特例法による保険給付の対象に当たらないため、あっせんは行わない。 



 

東京厚生年金 事案22093 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間②から④までについて、申立人は、その主張する標準賞与額に基づく厚生年

金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、申立人の

当該期間の標準賞与額に係る記録を、平成 17年 12月 13日は 40万円、18年７月 12日

及び同年12月13日は42万円とすることが必要である。 

また、申立人の申立期間⑤に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされているが、

申立人は、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給

付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例法」という。）に基づき、申立

人の当該期間の標準賞与額に係る記録を44万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和59年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成17年７月20日 

② 平成17年12月13日 

③ 平成18年７月12日 

④ 平成18年12月13日 

⑤ 平成19年７月14日 

Ａ社において、申立期間①から③までに支給のあった賞与から厚生年金保険料が控

除されていたが、同社の届出誤り又は届出を行っていなかったことにより、標準賞与

額が正しく記録されていない。また、Ｂ社において、申立期間④及び⑤に支給のあっ

た賞与から厚生年金保険料が控除されていたが、同社が当該賞与について届出を行っ

ていなかったため、標準賞与額の記録が無い。同社は、その後、申立期間⑤に係る標

準賞与額の訂正の届出を行ったが、厚生年金保険料は時効により納付できず、当該記

録は年金の給付に反映されないので、各申立期間の標準賞与額を正しい記録に訂正し

てほしい。 

 

 



 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社から提出された「給与支給明細書」及び「支給控除項目一覧表」（以下「給与支

給明細書等」という。）により、申立人は、申立期間②から⑤までにＡ社又はＢ社から

賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されて

いたことが認められる。 

また、特例法に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保

険給付が行われるのは、事業主が控除していたと認められる保険料額及び申立人の賞与

額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であり、これらの標準賞与額のいずれか低い

方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間②に係る標準賞与額については、給与支給明細書等において確

認できる保険料控除額から、40万円とすることが妥当である。 

また、申立期間③から⑤までに係る標準賞与額については、給与支給明細書等におい

て確認できる賞与支給額から、平成 18年７月 12日及び同年 12月 13日は 42万円、19

年７月14日は44万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立てに係る健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届の届出誤り又は届出を社

会保険事務所（当時）に対して行っていなかったことにより、当該標準賞与額に基づく

厚生年金保険料を納付していないことを認めていることから、これを履行していないと

認められる。 

一方、申立期間①については、給与支給明細書において確認できる賞与支給額に見合

う標準賞与額（５万円）は、オンライン記録の標準賞与額と一致していることから、特

例法による保険給付の対象に当たらないため、あっせんは行わない。 



 

東京厚生年金 事案22094 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間①から③までについて、申立人は、その主張する標準賞与額に基づく厚生年

金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、申立人の

当該期間の標準賞与額に係る記録を、平成 17年 12月 13日は 10万円、18年７月 12日

及び同年12月13日は40万円とすることが必要である。 

また、申立人の申立期間④に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされているが、

申立人は、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給

付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例法」という。）に基づき、申立

人の当該期間の標準賞与額に係る記録を42万3,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和54年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成17年12月13日 

② 平成18年７月12日 

③ 平成18年12月13日 

④ 平成19年７月14日 

Ａ社において、申立期間①及び②に支給のあった賞与から厚生年金保険料が控除さ

れていたが、同社が当該賞与について届出を行っていなかったため、標準賞与額の記

録が無い。また、Ｂ社において、申立期間③及び④に支給のあった賞与から厚生年金

保険料が控除されていたが、同社が当該賞与について届出を行っていなかったため、

標準賞与額の記録が無い。同社は、その後、申立期間④に係る標準賞与額の訂正の届

出を行ったが、厚生年金保険料は時効により納付できず、当該記録は年金の給付に反

映されないので、各申立期間の標準賞与額を正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社から提出された「給与支給明細書」及び「支給控除項目一覧表」並びに申立人か

ら提出された「給与支給明細書」（以下「給与支給明細書等」という。）により、申立



 

人は、申立期間にＡ社又はＢ社から賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料

を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

また、特例法に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保

険給付が行われるのは、事業主が控除していたと認められる保険料額及び申立人の賞与

額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であり、これらの標準賞与額のいずれか低い

方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間①に係る標準賞与額については、給与支給明細書等において確

認できる保険料控除額から、10万円とすることが妥当である。 

また、申立期間②から④までに係る標準賞与額については、給与支給明細書等におい

て確認できる賞与支給額から、平成 18年７月 12日及び同年 12月 13日は 40万円、19

年７月14日は42万3,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立てに係る健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届の届出を社会保険事務所

（当時）に対して行っていなかったことにより、当該標準賞与額に基づく厚生年金保険

料を納付していないことを認めていることから、これを履行していないと認められる。 



 

東京厚生年金 事案22095 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間①から③までについて、申立人は、その主張する標準賞与額に基づく厚生年

金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、申立人の

当該期間の標準賞与額に係る記録を、平成 17年 12月 13日は 10万円、18年７月 12日

及び同年12月13日は40万円とすることが必要である。 

また、申立人の申立期間④に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされているが、

申立人は、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給

付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例法」という。）に基づき、申立

人の当該期間の標準賞与額に係る記録を42万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和51年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成17年12月13日 

② 平成18年７月12日 

③ 平成18年12月13日 

④ 平成19年７月14日 

Ａ社において、申立期間①及び②に支給のあった賞与から厚生年金保険料が控除さ

れていたが、同社が当該賞与について届出を行っていなかったため、標準賞与額の記

録が無い。また、Ｂ社において、申立期間③及び④に支給のあった賞与から厚生年金

保険料が控除されていたが、同社が当該賞与について届出を行っていなかったため、

標準賞与額の記録が無い。同社は、その後、申立期間④に係る標準賞与額の訂正の届

出を行ったが、厚生年金保険料は時効により納付できず、当該記録は年金の給付に反

映されないので、各申立期間の標準賞与額を正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社から提出された「給与支給明細書」及び「支給控除項目一覧表」（以下「給与支

給明細書等」という。）により、申立人は、申立期間にＡ社又はＢ社から賞与の支払を



 

受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認

められる。 

また、特例法に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保

険給付が行われるのは、事業主が控除していたと認められる保険料額及び申立人の賞与

額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であり、これらの標準賞与額のいずれか低い

方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間①に係る標準賞与額については、給与支給明細書等において確

認できる保険料控除額から、10万円とすることが妥当である。 

また、申立期間②から④までに係る標準賞与額については、給与支給明細書等におい

て確認できる賞与支給額から、平成 18年７月 12日及び同年 12月 13日は 40万円、19

年７月14日は42万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立てに係る健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届の届出を社会保険事務所

（当時）に対して行っていなかったことにより、当該標準賞与額に基づく厚生年金保険

料を納付していないことを認めていることから、これを履行していないと認められる。 



 

東京厚生年金 事案22096 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間①から③までについて、申立人は、その主張する標準賞与額に基づく厚生年

金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、申立人の

当該期間の標準賞与額に係る記録を、平成 17年 12月 13日は 10万円、18年７月 12日

及び同年12月13日は40万円とすることが必要である。 

また、申立人の申立期間④に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされているが、

申立人は、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給

付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例法」という。）に基づき、申立

人の当該期間の標準賞与額に係る記録を42万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和57年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成17年12月13日 

② 平成18年７月12日 

③ 平成18年12月13日 

④ 平成19年７月14日 

Ａ社において、申立期間①及び②に支給のあった賞与から厚生年金保険料が控除さ

れていたが、同社が当該賞与について届出を行っていなかったため、標準賞与額の記

録が無い。また、Ｂ社において、申立期間③及び④に支給のあった賞与から厚生年金

保険料が控除されていたが、同社が当該賞与について届出を行っていなかったため、

標準賞与額の記録が無い。同社は、その後、申立期間④に係る標準賞与額の訂正の届

出を行ったが、厚生年金保険料は時効により納付できず、当該記録は年金の給付に反

映されないので、各申立期間の標準賞与額を正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社から提出された「支給控除項目一覧表」及び申立人から提出された「給与支給明

細書」（以下「給与支給明細書等」という。）により、申立人は、申立期間にＡ社又は



 

Ｂ社から賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められる。 

また、特例法に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保

険給付が行われるのは、事業主が控除していたと認められる保険料額及び申立人の賞与

額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であり、これらの標準賞与額のいずれか低い

方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間①に係る標準賞与額については、給与支給明細書等において確

認できる保険料控除額から、10万円とすることが妥当である。 

また、申立期間②から④までに係る標準賞与額については、給与支給明細書等におい

て確認できる賞与支給額から、平成 18年７月 12日及び同年 12月 13日は 40万円、19

年７月14日は42万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立てに係る健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届の届出を社会保険事務所

（当時）に対して行っていなかったことにより、当該標準賞与額に基づく厚生年金保険

料を納付していないことを認めていることから、これを履行していないと認められる。 



 

東京厚生年金 事案22097 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間①から③までについて、申立人は、その主張する標準賞与額に基づく厚生年

金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、申立人の

当該期間の標準賞与額に係る記録を、平成 17年 12月 13日は 10万円、18年７月 12日

及び同年12月13日は40万円とすることが必要である。 

また、申立人の申立期間④に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされているが、

申立人は、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給

付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例法」という。）に基づき、申立

人の当該期間の標準賞与額に係る記録を42万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和48年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成17年12月13日 

② 平成18年７月12日 

③ 平成18年12月13日 

④ 平成19年７月14日 

Ａ社において、申立期間①及び②に支給のあった賞与から厚生年金保険料が控除さ

れていたが、同社が当該賞与について届出を行っていなかったため、標準賞与額の記

録が無い。また、Ｂ社において、申立期間③及び④に支給のあった賞与から厚生年金

保険料が控除されていたが、同社が当該賞与について届出を行っていなかったため、

標準賞与額の記録が無い。同社は、その後、申立期間④に係る標準賞与額の訂正の届

出を行ったが、厚生年金保険料は時効により納付できず、当該記録は年金の給付に反

映されないので、各申立期間の標準賞与額を正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社から提出された「支給控除項目一覧表」及び申立人から提出された「給与支給明

細書」（以下「給与支給明細書等」という。）により、申立人は、申立期間にＡ社又は



 

Ｂ社から賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められる。 

また、特例法に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保

険給付が行われるのは、事業主が控除していたと認められる保険料額及び申立人の賞与

額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であり、これらの標準賞与額のいずれか低い

方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間①に係る標準賞与額については、給与支給明細書等において確

認できる保険料控除額から、10万円とすることが妥当である。 

また、申立期間②から④までに係る標準賞与額については、給与支給明細書等におい

て確認できる賞与支給額から、平成 18年７月 12日及び同年 12月 13日は 40万円、19

年７月14日は42万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立てに係る健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届の届出を社会保険事務所

（当時）に対して行っていなかったことにより、当該標準賞与額に基づく厚生年金保険

料を納付していないことを認めていることから、これを履行していないと認められる。 



 

東京厚生年金 事案22098 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間①から③までについて、申立人は、その主張する標準賞与額に基づく厚生年

金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、申立人の

当該期間の標準賞与額に係る記録を、平成 17 年 12 月 13 日は５万円、18 年７月 12 日

及び同年12月13日は40万円とすることが必要である。 

また、申立人の申立期間④に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされているが、

申立人は、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給

付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例法」という。）に基づき、申立

人の当該期間の標準賞与額に係る記録を42万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和53年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成17年12月13日 

② 平成18年７月12日 

③ 平成18年12月13日 

④ 平成19年７月14日 

Ａ社において、申立期間①及び②に支給のあった賞与から厚生年金保険料が控除さ

れていたが、同社が当該賞与について届出を行っていなかったため、標準賞与額の記

録が無い。また、Ｂ社において、申立期間③及び④に支給のあった賞与から厚生年金

保険料が控除されていたが、同社が当該賞与について届出を行っていなかったため、

標準賞与額の記録が無い。同社は、その後、申立期間④に係る標準賞与額の訂正の届

出を行ったが、厚生年金保険料は時効により納付できず、当該記録は年金の給付に反

映されないので、各申立期間の標準賞与額を正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社から提出された「給与支給明細書」及び「支給控除項目一覧表」（以下「給与支

給明細書等」という。）により、申立人は、申立期間にＡ社又はＢ社から賞与の支払を



 

受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認

められる。 

また、特例法に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保

険給付が行われるのは、事業主が控除していたと認められる保険料額及び申立人の賞与

額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であり、これらの標準賞与額のいずれか低い

方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間①に係る標準賞与額については、給与支給明細書等において確

認できる保険料控除額から、５万円とすることが妥当である。 

また、申立期間②から④までに係る標準賞与額については、給与支給明細書等におい

て確認できる賞与支給額から、平成 18年７月 12日及び同年 12月 13日は 40万円、19

年７月14日は42万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立てに係る健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届の届出を社会保険事務所

（当時）に対して行っていなかったことにより、当該標準賞与額に基づく厚生年金保険

料を納付していないことを認めていることから、これを履行していないと認められる。 



 

東京厚生年金 事案22099 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間①から③までについて、申立人は、その主張する標準賞与額に基づく厚生年

金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、申立人の

当該期間の標準賞与額に係る記録を、平成 17 年 12 月 13 日は３万円、18 年７月 12 日

及び同年12月13日は40万円とすることが必要である。 

また、申立人の申立期間④に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされているが、

申立人は、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給

付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例法」という。）に基づき、申立

人の当該期間の標準賞与額に係る記録を42万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和44年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成17年12月13日 

② 平成18年７月12日 

③ 平成18年12月13日 

④ 平成19年７月14日 

Ａ社において、申立期間①及び②に支給のあった賞与から厚生年金保険料が控除さ

れていたが、同社が当該賞与について届出を行っていなかったため、標準賞与額の記

録が無い。また、Ｂ社において、申立期間③及び④に支給のあった賞与から厚生年金

保険料が控除されていたが、同社が当該賞与について届出を行っていなかったため、

標準賞与額の記録が無い。同社は、その後、申立期間④に係る標準賞与額の訂正の届

出を行ったが、厚生年金保険料は時効により納付できず、当該記録は年金の給付に反

映されないので、各申立期間の標準賞与額を正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社から提出された「給与支給明細書」及び「支給控除項目一覧表」（以下「給与支

給明細書等」という。）により、申立人は、申立期間にＡ社又はＢ社から賞与の支払を



 

受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認

められる。 

また、特例法に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保

険給付が行われるのは、事業主が控除していたと認められる保険料額及び申立人の賞与

額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であり、これらの標準賞与額のいずれか低い

方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間①に係る標準賞与額については、給与支給明細書等において確

認できる保険料控除額から、３万円とすることが妥当である。 

また、申立期間②から④までに係る標準賞与額については、給与支給明細書等におい

て確認できる賞与支給額から、平成 18年７月 12日及び同年 12月 13日は 40万円、19

年７月14日は42万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立てに係る健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届の届出を社会保険事務所

（当時）に対して行っていなかったことにより、当該標準賞与額に基づく厚生年金保険

料を納付していないことを認めていることから、これを履行していないと認められる。 



 

東京厚生年金 事案22100 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間①及び②について、申立人は、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、申立人の当該

期間の標準賞与額に係る記録を、それぞれ40万円とすることが必要である。 

また、申立人の申立期間③に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされているが、

申立人は、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給

付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例法」という。）に基づき、申立

人の当該期間の標準賞与額に係る記録を40万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和55年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成18年７月12日 

② 平成18年12月13日 

③ 平成19年７月14日 

Ａ社において、申立期間①に支給のあった賞与から厚生年金保険料が控除されてい

たが、同社が当該賞与について届出を行っていなかったため、標準賞与額の記録が無

い。また、Ｂ社において、申立期間②及び③に支給のあった賞与から厚生年金保険料

が控除されていたが、同社が当該賞与について届出を行っていなかったため、標準賞

与額の記録が無い。同社は、その後、申立期間③に係る標準賞与額の訂正の届出を行

ったが、厚生年金保険料は時効により納付できず、当該記録は年金の給付に反映され

ないので、各申立期間の標準賞与額を正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社から提出された「支給控除項目一覧表」、申立人から提出された「給与支給明細

書」及び「市民税・県民税納税証明書」並びに金融機関から提出された「取引明細表」

（以下「給与支給明細書等」という。）により、申立人は、申立期間にＡ社又はＢ社か

ら賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除され



 

ていたことが認められる。 

また、特例法に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保

険給付が行われるのは、事業主が控除していたと認められる保険料額及び申立人の賞与

額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であり、これらの標準賞与額のいずれか低い

方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間①から③までに係る標準賞与額については、給与支給明細書等

において確認又は推認できる賞与支給額から、それぞれ 40 万円とすることが妥当であ

る。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立てに係る健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届の届出を社会保険事務所

（当時）に対して行っていなかったことにより、当該標準賞与額に基づく厚生年金保険

料を納付していないことを認めていることから、これを履行していないと認められる。 



 

東京厚生年金 事案22101 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間①及び②について、申立人は、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、申立人の当該

期間の標準賞与額に係る記録を、それぞれ５万円とすることが必要である。 

また、申立人の申立期間③に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされているが、

申立人は、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給

付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例法」という。）に基づき、申立

人の当該期間の標準賞与額に係る記録を５万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和47年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成18年７月12日 

② 平成18年12月13日 

③ 平成19年７月14日 

Ａ社において、申立期間①に支給のあった賞与から厚生年金保険料が控除されてい

たが、同社が当該賞与について届出を行っていなかったため、標準賞与額の記録が無

い。また、Ｂ社において、申立期間②及び③に支給のあった賞与から厚生年金保険料

が控除されていたが、同社が当該賞与について届出を行っていなかったため、標準賞

与額の記録が無い。同社は、その後、申立期間③に係る標準賞与額の訂正の届出を行

ったが、厚生年金保険料は時効により納付できず、当該記録は年金の給付に反映され

ないので、各申立期間の標準賞与額を正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社から提出された「給与支給明細書」及び「支給控除項目一覧表」（以下「給与支

給明細書等」という。）により、申立人は、申立期間にＡ社又はＢ社から賞与の支払を

受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認

められる。 



 

また、特例法に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保

険給付が行われるのは、事業主が控除していたと認められる保険料額及び申立人の賞与

額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であり、これらの標準賞与額のいずれか低い

方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間①から③までに係る標準賞与額については、給与支給明細書等

において確認できる賞与支給額から、それぞれ５万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立てに係る健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届の届出を社会保険事務所

（当時）に対して行っていなかったことにより、当該標準賞与額に基づく厚生年金保険

料を納付していないことを認めていることから、これを履行していないと認められる。 



 

東京厚生年金 事案22102 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間①及び②について、申立人は、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、申立人の当該

期間の標準賞与額に係る記録を、平成 18年７月 12日は 10万円、同年 12月 13日は 40

万円とすることが必要である。 

また、申立人の申立期間③に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされているが、

申立人は、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給

付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例法」という。）に基づき、申立

人の当該期間の標準賞与額に係る記録を42万1,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和50年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成18年７月12日 

② 平成18年12月13日 

③ 平成19年７月14日 

Ａ社において、申立期間①に支給のあった賞与から厚生年金保険料が控除されてい

たが、同社が当該賞与について届出を行っていなかったため、標準賞与額の記録が無

い。また、Ｂ社において、申立期間②及び③に支給のあった賞与から厚生年金保険料

が控除されていたが、同社が当該賞与について届出を行っていなかったため、標準賞

与額の記録が無い。同社は、その後、申立期間③に係る標準賞与額の訂正の届出を行

ったが、厚生年金保険料は時効により納付できず、当該記録は年金の給付に反映され

ないので、各申立期間の標準賞与額を正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社から提出された「給与支給明細書」及び「支給控除項目一覧表」（以下「給与支

給明細書等」という。）により、申立人は、申立期間にＡ社又はＢ社から賞与の支払を

受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認



 

められる。 

また、特例法に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保

険給付が行われるのは、事業主が控除していたと認められる保険料額及び申立人の賞与

額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であり、これらの標準賞与額のいずれか低い

方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間①から③までに係る標準賞与額については、給与支給明細書等

において確認できる賞与支給額から、平成 18年７月 12日は 10万円、同年 12月 13日

は40万円、19年７月14日は42万1,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立てに係る健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届の届出を社会保険事務所

（当時）に対して行っていなかったことにより、当該標準賞与額に基づく厚生年金保険

料を納付していないことを認めていることから、これを履行していないと認められる。 

 



 

東京厚生年金 事案22103 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を昭和 57 年６月１

日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を13万4,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和33年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和57年５月 21日から同年６月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。グループ

関連会社へ異動したことはあったが、継続して勤務していたので、厚生年金保険の被

保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された経歴台帳及び在職証明書により、申立人は申立期間も同社に継続

して勤務していたことが確認できる。 

また、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿により、申立期間に被保険者記録のある従業

員 11 名に照会したところ、申立人と同日の昭和 57 年４月１日に入社した７名全員が、

申立人は申立期間に同社に勤務していたと供述していることから判断すると、申立人は、

同年６月１日付けで同社からＢ社に異動したと認められる。 

さらに、Ａ社の人事担当者は、申立人を申立期間も継続して雇用していたので、厚生

年金保険料を控除していたと考えられると供述していることから、申立人は、申立期間

に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 57 年４月の

社会保険事務所（当時）の記録から、13万4,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は不明としているが、厚生年金保険の被保険者資格喪失日が雇用保険の離

職日（昭和 57年５月 20日）の翌日であることから、公共職業安定所及び社会保険事務

所の双方が誤って記録したとは考え難く、事業主が昭和 57年５月 21日を資格喪失日と



 

して届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年５月の保険料について納入

の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付さ

れるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、これ

を履行していないと認められる。 

 



 

東京厚生年金 事案22105 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、申立人のＡ社Ｂ事業所における資格取得日に係る記録を昭和 41

年５月 27 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を２万 8,000 円とすることが必要であ

る。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和16年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和41年５月27日から同年６月１日まで 

    Ａ社で勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間

は同社Ｂ事業所に転勤した時期であり、同社に継続して勤務していたことは確かなの

で、申立期間も厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録及びＡ社から提出された「異動歴」から判断すると、申立人は、

同社に継続して勤務し（Ａ社から同社Ｂ事業所へ異動）、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立期間の異動日については、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿によると、申

立人と同様に昭和 41 年５月 27 日に被保険者資格を喪失している者が 76 人確認でき、

このうち申立人を含む３人を除く 73 人について、オンライン記録では、同日に同社の

ほかの事業所等において資格を取得し、被保険者記録が継続していることが確認できる

ことから、同日とすることが妥当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ事業所における昭和 41

年６月の社会保険事務所（当時）の記録から、２万8,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は、保

険料を納付したか否かについては不明としており、このほかに確認できる関連資料及び

周辺事情が無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が申立て



 

どおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対して行ったか否かにつ

いては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、行ったとは認められ

ない。 



 

東京厚生年金 事案22111 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録については、平成４年１月から５年９

月までは 14万 2,000円、同年 10月から同年 12月までは 15万円、６年１月から９年９

月までは 17万円、同年 10月から 14年９月までは 18万円、同年 10月から 15年８月ま

では17万円、同年９月から18年５月までは18万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正前の標準

報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和23年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成４年１月１日から18年６月１日まで 

Ａ社に勤務していた申立期間の厚生年金保険の標準報酬月額が、報酬月額又は保険

料控除額に見合う標準報酬月額と相違している。源泉徴収票を提出するので、申立期

間の標準報酬月額を正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき標準報酬月額を改定又は決

定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除してい

たと認められる厚生年金保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月

額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定するこ

ととなる。 

したがって、申立期間の標準報酬月額については、申立人から提出された源泉徴収票

及びＡ社から提出された賃金台帳において確認できる厚生年金保険料控除額から、平成

４年１月から５年９月までは 14万 2,000円、同年 10月から同年 12月までは 15万円、

６年１月から９年９月までは 17 万円、同年 10 月から 14 年９月までは 18 万円、同年

10 月から 15 年８月までは 17 万円、同年９月から 18 年５月までは 18 万円とすること

が妥当である。 

なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい



 

ては、上記源泉徴収票及び賃金台帳において確認できる保険料控除額に見合う標準報酬

月額とオンライン記録の標準報酬月額が長期間にわたり一致していないことから、事業

主は上記源泉徴収票及び賃金台帳において確認できる保険料控除額に見合う報酬月額を

届け出ておらず、その結果、社会保険事務所（当時）は、当該標準報酬月額に基づく保

険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行

していないと認められる。 



 

東京厚生年金 事案22115 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文の規定

により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされているが、申立人

は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認め

られることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特

例等に関する法律（以下「特例法」という。）に基づき、申立人の申立期間の標準賞与

額に係る記録を53万6,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和51年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成19年７月10日 

Ａ社における厚生年金保険の被保険者期間のうち、申立期間の標準賞与額の記録が

無いことが分かった。同社は、年金事務所に事後訂正の届出を行ったものの、時効に

より厚生年金保険料を納付できず、申立期間の記録は年金の給付に反映されないので、

給付されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された平成 19 年夏期賞与支給明細により、申立人は、申立期間に同社

から賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められる。 

また、特例法に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保

険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の

賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準賞与額の

いずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間の標準賞与額については、上記賞与支給明細において確認でき

る厚生年金保険料控除額に見合う標準賞与額は 53 万 6,000 円、賞与額に見合う標準賞

与額は55万円であることから、53万6,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業



 

主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後の平成 22年６月 25日に申立

期間に係る健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届を提出していることから、社会保

険事務所（当時）は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入

の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認め

られる。 



 

東京厚生年金 事案22116 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文の規定

により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされているが、申立人

は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認め

られることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特

例等に関する法律（以下「特例法」という。）に基づき、申立人の申立期間の標準賞与

額に係る記録を46万8,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和55年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成19年７月10日 

Ａ社における厚生年金保険の被保険者期間のうち、申立期間の標準賞与額の記録が

無いことが分かった。同社は、年金事務所に事後訂正の届出を行ったものの、時効に

より厚生年金保険料を納付できず、申立期間の記録は年金の給付に反映されないので、

給付されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された平成 19 年夏期賞与支給明細により、申立人は、申立期間に同社

から賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められる。 

また、特例法に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保

険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の

賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準賞与額の

いずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間の標準賞与額については、上記賞与支給明細において確認でき

る厚生年金保険料控除額に見合う標準賞与額は 46 万 8,000 円、賞与額に見合う標準賞

与額は48万円であることから、46万8,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業



 

主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後の平成 22年６月 25日に申立

期間に係る健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届を提出していることから、社会保

険事務所（当時）は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入

の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認め

られる。 

 



 

東京厚生年金 事案22117 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文の規定

により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされているが、申立人

は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認め

られることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特

例等に関する法律（以下「特例法」という。）に基づき、申立人の申立期間の標準賞与

額に係る記録を９万7,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和23年生 

住    所 ：  

              

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成19年７月10日 

Ａ社における厚生年金保険の被保険者期間のうち、申立期間の標準賞与額の記録が

無いことが分かった。同社は、年金事務所に事後訂正の届出を行ったものの、時効に

より厚生年金保険料を納付できず、申立期間の記録は年金の給付に反映されないので、

給付されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された平成 19 年夏期賞与支給明細により、申立人は、申立期間に同社

から賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められる。 

また、特例法に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保

険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の

賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準賞与額の

いずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間の標準賞与額については、上記賞与支給明細において確認でき

る厚生年金保険料控除額に見合う標準賞与額は９万 7,000円、賞与額に見合う標準賞与

額は10万円であることから、９万7,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業



 

主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後の平成 22年６月 25日に申立

期間に係る健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届を提出していることから、社会保

険事務所（当時）は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入

の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認め

られる。 



 

東京厚生年金 事案22118 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文の規定

により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされているが、申立人

は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認め

られることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特

例等に関する法律（以下「特例法」という。）に基づき、申立人の申立期間の標準賞与

額に係る記録を39万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和58年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成19年７月10日 

Ａ社における厚生年金保険の被保険者期間のうち、申立期間の標準賞与額の記録が

無いことが分かった。同社は、年金事務所に事後訂正の届出を行ったものの、時効に

より厚生年金保険料を納付できず、申立期間の記録は年金の給付に反映されないので、

給付されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された平成 19 年夏期賞与支給明細により、申立人は、申立期間に同社

から賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められる。 

また、特例法に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保

険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の

賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準賞与額の

いずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間の標準賞与額については、上記賞与支給明細において確認でき

る厚生年金保険料控除額に見合う標準賞与額は 39 万円、賞与額に見合う標準賞与額は

40万円であることから、39万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業



 

主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後の平成 22年６月 25日に申立

期間に係る健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届を提出していることから、社会保

険事務所（当時）は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入

の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認め

られる。 



 

東京厚生年金 事案22119 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文の規定

により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされているが、申立人

は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認め

られることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特

例等に関する法律（以下「特例法」という。）に基づき、申立人の申立期間の標準賞与

額に係る記録を78万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和43年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成19年７月10日 

Ａ社における厚生年金保険の被保険者期間のうち、申立期間の標準賞与額の記録が

無いことが分かった。同社は、年金事務所に事後訂正の届出を行ったものの、時効に

より厚生年金保険料を納付できず、申立期間の記録は年金の給付に反映されないので、

給付されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された平成 19 年夏期賞与支給明細により、申立人は、申立期間に同社

から賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められる。 

また、特例法に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保

険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の

賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準賞与額の

いずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間の標準賞与額については、上記賞与支給明細において確認でき

る厚生年金保険料控除額に見合う標準賞与額は 78 万円、賞与額に見合う標準賞与額は

80万円であることから、78万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業



 

主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後の平成 22年６月 25日に申立

期間に係る健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届を提出していることから、社会保

険事務所（当時）は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入

の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認め

られる。 



 

東京厚生年金 事案22120 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文の規定

により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされているが、申立人

は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認め

られることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特

例等に関する法律（以下「特例法」という。）に基づき、申立人の申立期間の標準賞与

額に係る記録を68万3,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和48年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成19年７月10日 

Ａ社における厚生年金保険の被保険者期間のうち、申立期間の標準賞与額の記録が

無いことが分かった。同社は、年金事務所に事後訂正の届出を行ったものの、時効に

より厚生年金保険料を納付できず、申立期間の記録は年金の給付に反映されないので、

給付されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された平成 19 年夏期賞与支給明細により、申立人は、申立期間に同社

から賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められる。 

また、特例法に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保

険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の

賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準賞与額の

いずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間の標準賞与額については、上記賞与支給明細において確認でき

る厚生年金保険料控除額に見合う標準賞与額は 68 万 3,000 円、賞与額に見合う標準賞

与額は70万円であることから、68万3,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業



 

主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後の平成 22年６月 25日に申立

期間に係る健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届を提出していることから、社会保

険事務所（当時）は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入

の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認め

られる。 



 

東京厚生年金 事案22121 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文の規定

により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされているが、申立人

は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認め

られることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特

例等に関する法律（以下「特例法」という。）に基づき、申立人の申立期間の標準賞与

額に係る記録を83万9,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和44年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成19年７月10日 

Ａ社における厚生年金保険の被保険者期間のうち、申立期間の標準賞与額の記録が

無いことが分かった。同社は、年金事務所に事後訂正の届出を行ったものの、時効に

より厚生年金保険料を納付できず、申立期間の記録は年金の給付に反映されないので、

給付されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された平成 19 年７月度の賞与明細により、申立人は、申立期間に同社

から賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められる。 

また、特例法に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保

険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の

賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準賞与額の

いずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間の標準賞与額については、上記賞与支給明細において確認でき

る厚生年金保険料控除額に見合う標準賞与額は 83 万 9,000 円、賞与額に見合う標準賞

与額は86万円であることから、83万9,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業



 

主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後の平成 22年６月 25日に申立

期間に係る健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届を提出していることから、社会保

険事務所（当時）は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入

の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認め

られる。 



 

東京厚生年金 事案22124 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことが認められることから、申立期間の標準報酬

月額に係る記録を、平成 12年７月から 13年 12月までは 41万円、14年１月から 15年

12月までは 38万円、16年１月から同年８月までは 41万円、同年９月から 17年 12月

までは30万円、18年１月から20年７月までは26万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立期間に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和31年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成12年７月１日から20年８月１日まで 

    Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間の標準報酬月額が、実際に受け取ってい

た給与額に見合う標準報酬月額になっていない。一部期間の給与明細書及び源泉徴収

票を提出するので、申立期間の標準報酬月額を正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、オンライン記録によると、平成 12 年７月

の随時改定により 34 万円から９万 8,000 円に引き下げられ、その後においても継続し

ていることが確認できる。 

しかしながら、申立期間の標準報酬月額については、申立人から提出のあった平成

16年８月、17年 12月の給与明細書及び 12年から 20年までの源泉徴収票並びにＢ市が

保管する申立人に係る 18年度から 21年度までの市民税・県民税課税状況（以下併せて

「給与明細書等」という。）において確認又は推認できる保険料控除額又は報酬月額か

ら、平成 12年７月から 13年 12月までは 41万円、14年１月から 15年 12月までは 38

万円、16 年１月から同年８月までは 41 万円、同年９月から 17 年 12 月までは 30 万円、

18年１月から20年７月までは26万円とすることが妥当である。 

なお、オンライン記録の標準報酬月額と保険料控除額又は報酬月額に見合う標準報酬

月額が一致していないことについては、年金事務所が保管する申立人が申立期間に勤務



 

したＡ社に係る平成 13年度滞納処分票において、同社は 12年頃から社会保険料の滞納

があったことが確認できることなどを踏まえると、上記随時改定は、事業主が社会保険

料の負担を軽減するため、実際の報酬月額より低い額を届け出ていたものと推認できる。 

一方、申立人は、Ａ社の当時の代表取締役の妻の弟（義弟）であり、同社に係る商業

登記簿謄本によると、同社における厚生年金保険被保険者期間のうち、申立期間の一部

を含む平成６年２月 28 日から 15 年４月 30 日までの期間について、同社の取締役にな

っていることが確認できるものの、申立人の元同僚が、「申立人は、同社では得意先を

回る営業の仕事を担当しており、社会保険等の事務は担当しておらず、当該事務手続は、

代表取締役が行っていた。」旨の供述をしているほか、申立期間当時に同社の顧問をし

ていた社会保険労務士も、「同社における社会保険の事務手続は代表取締役を通じて行

っていた。」旨の供述をしていることから、申立人は、同社において社会保険事務手続

等に関与していなかったものと考えられる。 

これらを総合的に判断すると、申立人の申立期間については、上記給与明細書等から

認められる保険料控除額又は報酬月額に見合う標準報酬月額に訂正することが必要であ

る。 

また、申立人の申立期間に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主から回答が無いため、これを確認できないが、上記のとおり、給与明細書等におい

て確認又は推認できる保険料控除額又は報酬月額に見合う標準報酬月額とオンライン記

録の標準報酬月額が長期間にわたり一致していないことから、事業主は、当該給与明細

書等において確認又は推認できる保険料控除額又は報酬月額に見合う標準報酬月額を社

会保険事務所（当時）に届け出ておらず、その結果、社会保険事務所は、当該標準報酬

月額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 



 

東京厚生年金 事案22125 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められることから、

当該脱退手当金の支給の記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

 １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和13年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和29年４月１日から31年９月16日まで 

                    ② 昭和33年１月１日から34年６月１日まで 

平成22年10月に年金事務所で記録の照会を行ったときに、申立期間について脱退

手当金が支給されたことになっていることを知った。 

しかし、脱退手当金の手続をしたことや、もらった記憶も全く無いので、よく調査

をして、覚えのない脱退手当金の支給記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る脱退手当金は、申立人が申立期間②に勤務したＡ社（現在は、Ｂ社）

における厚生年金保険被保険者資格喪失日から約１年２か月後の昭和 35年８月 12日に

支給決定されたこととなっており、事業主が申立人の委任を受けて代理請求したとは考

え難い。 

また、脱退手当金を支給する場合、本来、過去の全ての厚生年金保険被保険者期間を

その計算の基礎とするものであるが、申立期間①と②の間にある被保険者期間及び申立

期間②の後にある被保険者期間についてはその計算の基礎とされておらず、未請求とな

っている。しかしながら、申立期間①及び②並びに当該２回の未請求期間の厚生年金保

険被保険者記号番号は全て同一番号で管理されている上、当該２回の未請求期間のうち、

申立期間②の後に勤務した事業所は、申立期間②に係る事業所と同じＡ社であり、かつ、

管轄する社会保険事務所（当時）も同一であることから、当該２回の未請求期間が存在

することは、事務処理上不自然である。 

さらに、申立人が、脱退手当金支給決定前の４回の被保険者期間のうち、申立期間②

と同じ事業所で、申立期間②よりも支給日により近い被保険者期間を含む上記２回の被

保険者期間の請求を失念するとは考え難い。 

加えて、申立期間の脱退手当金として支給されたとする額は、法定支給額と相違して



 

いる。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係

る脱退手当金を受給したとは認められない。 



 

東京厚生年金 事案22129 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録については、18 万円に訂正することが

必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和47年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成11年４月１日から12年12月１日まで 

Ａ社（現在は、Ｂ社）所属で、番組制作の仕事でＣ法人に派遣社員として勤務した

申立期間の厚生年金保険の標準報酬月額が、報酬月額に見合う標準報酬月額と相違し

ている。一部期間の給料明細書、同社からの給与振込金額が分かる預金通帳の写し及

び労働者派遣契約書を提出するので、正しい標準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき標準報酬月額を改定又は決

定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除してい

たと認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲

内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間のうち、平成 12年５月から同年７月までの期間及び同年 11月

の標準報酬月額については、給料明細書において確認できる厚生年金保険料控除額から、

18万円とすることが妥当である。 

また、申立期間のうち、平成 12 年１月から同年４月までの期間及び同年８月から同

年 10 月までの期間の標準報酬月額については、同年分給与所得の源泉徴収票において

確認できる社会保険料等の控除額から判断して、18万円とすることが妥当である。 

さらに、申立期間のうち、平成 11年４月から同年 12月までの期間について、申立人

は、当該期間の保険料控除額を確認できる資料を提出していないが、当該期間について

は、申立人から提出のあった労働者派遣契約書により、12 年１月から同年 11 月までの



 

期間と賃金条件が同一であることが確認できる上、預金通帳の写しにより、11 年４月

から同年 12月までの期間の振込金額と 12年１月以降の振込金額とがほぼ同額であるこ

とが確認できることから、11 年４月から同年 12 月までの期間の厚生年金保険料控除額

も 12年１月以降と同額の１万 5,347円と考えられる。したがって、11年４月から同年

12月までの期間の標準報酬月額についても18万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は、保

険料を納付したか否かについては不明としているが、給料明細書等において確認できる

保険料控除額に見合う標準報酬月額とオンライン記録の標準報酬月額が、平成 11 年４

月から 12年 11月までの長期間にわたり一致していないことから、事業主は、給料明細

書等において確認できる保険料控除額に見合う報酬月額を届け出ておらず、その結果、

社会保険事務所（当時）は、当該標準報酬月額に基づく保険料について納入の告知を行

っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



 

東京厚生年金 事案22130（事案11856の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことが認められることから、申立期間の標準報酬

月額に係る記録を30万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主が上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正前の標準報

酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行したか否かについては、

明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和28年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和62年８月17日から同年９月１日まで 

Ａ社（現在は、Ｂ社）には月額30万円の契約で入社し、昭和62年８月分の給与か

らも標準報酬月額 30 万円に基づく保険料が控除されているにもかかわらず、前回の

申立てで認められなかったことには納得できないので、再調査して正しい標準報酬月

額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

前回の申立てについて、Ａ社に勤務した前回の申立期間（昭和62年８月17日から63年

１月１日まで）のうち、昭和62年８月については、オンライン記録の標準報酬月額が、

給与明細書において確認できる報酬月額に見合う標準報酬月額よりも高いことが確認で

きることから、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律による

保険給付の対象に当たらないとして、申立人に対して、既に当委員会の決定に基づき、

平成22年９月８日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

しかしながら、報酬月額の基礎となる期間が１か月に満たない月においては、厚生年

金保険法第22条第１項の規定に基づき、｢月、週その他一定期間によって報酬が定めら

れる場合には、被保険者の資格を取得した日の現在の報酬の額をその期間の総日数で除

して得た額の三十倍に相当する額｣を報酬月額として、これに見合う標準報酬月額と保

険料控除額に見合う標準報酬月額から、標準報酬月額を決定することが妥当であるとこ

ろ、オンライン記録によれば、申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者資格取得日

は昭和62年８月17日であり、申立期間は報酬月額の基礎となる期間が１か月に満たない



 

月であることが確認できる。 

申立人は、前回の申立てにおいて「私は月給30万円で契約した。」旨主張しており、

Ｂ社の総務部長もこれを認めており、前述の厚生年金保険法第22条第１項の｢被保険者

の資格を取得した日の現在の報酬の額」は30万円であることから、申立人の昭和62年８

月の報酬月額は30万円となり、これに見合う標準報酬月額は30万円である。 

また、昭和62年８月の給与明細書において確認できる保険料控除額は１万8,600円で

あり、これに見合う標準報酬月額も30万円である。 

したがって、申立人の申立期間の標準報酬月額については、｢被保険者の資格を取得

した日の現在の報酬の額」及び給与明細書において確認できる保険料控除額から、30

万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は当時

の資料が無く不明としており、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、

明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が申立て

どおりの報酬月額に係る届出を社会保険事務所（当時）に対し行ったか否かについては、

これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、行ったとは認められない。 

 



 

東京厚生年金 事案22131  

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和48年８月１日から50年７月１日までの期間に係る厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められることから、申立人のＡ組合

連合会における資格取得日に係る記録を 48 年８月１日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を、

同年８月から49年８月までは４万2,000円、同年９月から50年６月までは７万6,000円とす

ることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行していない

と認められる。 

 

第２ 申立の要旨等  

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和25年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和48年５月１日から50年７月１日まで 

厚生年金保険の適用がＡ組合連合会となっているＢ大学内の保育所に勤務した申立

期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間に同保育所に勤務したことは確かな

ので、厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の同僚二人及び従業員一人の回答並びにＡ組合連合会に加入しているＢ大学職員組合

の回答により、申立人は昭和 48 年５月１日からＢ大学内の保育所に継続して勤務していたこ

とが推認できる。 

また、Ｂ大学職員組合は、「申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を控除したものと推測

される。」旨供述している。 

しかしながら、申立人の雇用保険の加入記録は昭和48年10月１日からとなっていることが

確認でき、申立人の記憶する入所日（昭和 48 年５月１日）と異なっていることについて、Ａ

組合連合会に資格期間があり、申立人と同じ保育士であった 10 人のうち７人に、自身のＢ大

学内の保育所における入所日と厚生年金保険の資格取得日に２か月から８か月の空白期間があ

ることが確認できる。 

また、上記の保育士７人のうち４人は、雇用保険の資格取得日が、厚生年金保険の資格取得



 

日よりも遅いことが確認できる。当該４人のうち申立人の入所日及び雇用保険の資格取得日が

最も近い従業員のＡ組合連合会における厚生年金保険の資格取得日は、当該従業員の入所日か

ら約３か月後であることが確認できる。このため、申立人の同組合連合会における資格取得日

は、申立人の入所日である昭和 48 年５月１日から３か月後の同年８月１日であることが推認

できる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭和48年８月１日から50年７

月１日までの期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認めら

れる。 

また、当該期間の標準報酬月額については、申立人よりも１か月前にＢ大学内の保育所に入

所し、申立人と同じ保育士であり、申立人と同様の経歴の従業員の標準報酬月額から、昭和

48年８月から49年８月までは４万2,000円、同年９月から50年６月までは７万6,000円と

することが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、Ｂ大学職員

組合は、「申立人に係る保険料を納付した可能性が極めて高い。」旨回答しているものの、仮

に、事業主から申立人に係る被保険者資格の取得届が提出された場合には、その後被保険者報

酬月額算定基礎届を提出する機会があったこととなるが、いずれの機会においても社会保険事

務所（当時）が当該届出を記録しておらず、これは通常の事務処理では考え難いことから、事

業主から当該社会保険事務所へ資格の取得等に係る届出は行われておらず、その結果、社会保

険事務所は、申立人に係る昭和48年８月から50年６月までの保険料について納入の告知を行

っておらず、事業主は、当該期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

一方、申立期間のうち、昭和 48 年５月１日から同年８月１日までの期間については、上記

の保育士７人において、自身の記憶する入所日と厚生年金保険の資格取得日に２か月から８か

月の空白期間があることが確認できることから、Ｂ大学内の保育所では入所と同時に厚生年金

保険に加入させていたわけではないことがうかがえる。 

また、Ａ組合連合会から回答が得られないことから、当該期間における厚生年金保険料の控

除について確認できない。 

このほか、申立人の当該期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及

び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚生年金

保険被保険者として当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと

認めることはできない。 

 



 

東京厚生年金 事案22140 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所（当時）に届け出

た標準報酬月額であったことが認められることから、申立期間の標準報酬月額を 28 万

円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和21年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成10年５月１日から12年２月29日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の標準報酬月額が実際に給与

から控除されていた保険料に見合う標準報酬月額と相違している。同社では、取締役

ではあったが、実際には、社内で特に権限を与えられていない営業庶務の担当者であ

り、厚生年金保険関係事務に関与する立場ではなかったので、申立期間の標準報酬月

額を正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、オンライン記録によると、Ａ社が厚生年金

保険の適用事業所ではなくなった平成 12年２月 29日より後の同年３月６日付けで、28

万円から９万2,000円に遡って訂正処理されていることが確認できる。 

一方、Ａ社の元事業主は、「当時、厚生年金保険料の滞納があり、その処理のため社

会保険事務所の担当者の指導に従い、従業員の標準報酬月額の訂正に応じた。」旨供述

している上、「当時、当社における社会保険手続処理関連業務及び経理事務を含む業務

全般は事業主である自分が担当していた。」旨供述している。 

また、Ａ社の商業登記簿謄本から、申立人は当該訂正処理が行われた平成 12 年３月

６日に同社の取締役であったことが確認できるが、同社の複数の従業員は、「申立人は、

申立期間当時、同社では取締役であったが、営業部門の補助業務及び庶務の担当であり、

厚生年金保険関係事務及び経理事務に関与する立場にはなかった。」旨供述しているこ

とから、申立人が当該訂正処理に関与していたとは考え難い。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において、当該訂正処理を行う合理的

な理由は無く、申立期間において標準報酬月額に係る有効な記録訂正があったとは認め

られず、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所に当初届け



 

出た28万円に訂正することが必要である。 

 



 

東京厚生年金 事案22141 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間のうち、平成３年 10月１日から４年 10月１日までの期間における

標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額であったこ

とが認められることから、申立人の当該期間の標準報酬月額に係る記録を 53 万円に訂

正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和16年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成３年10月１日から５年６月11日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の標準報酬月額が実際に給与

から控除されていた保険料に見合う標準報酬月額と相違している。同社では、厚生年

金保険関係事務に関与する立場とは無関係の取締役営業部長であったので、申立期間

の標準報酬月額を正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち、平成３年 10 月から４年４月までの期間について、申立人のＡ社に

おける厚生年金保険の標準報酬月額は、オンライン記録によると、当初、53 万円と記

録されていたところ、同年５月２日付けで、３年10月に遡って 20万円に訂正処理され

ている上、当該訂正処理が行われた当時、同社の複数の被保険者の標準報酬月額につい

ても遡って訂正処理されていることが確認できる。 

しかしながら、当該訂正処理について、Ａ社の当時の代表者は既に死亡しており確認

できない。 

そこで、Ａ社に係るオンライン記録から複数の元従業員に照会したところ、「同社は、

代表者が経理、厚生年金保険等の手続の権限を持ち、申立人が厚生年金保険関係事務及

び保険料経理事務に係る職務に関与していたことはないと思われる。申立期間には、厚

生年金保険料の滞納、給料の未払いや支払遅延等も発生していた。もし、申立人の記録

が遡及して訂正されているとしたら、保険料滞納で社会保険事務所の呼出しを受けてい

た元代表者が全て対応したと考えられる。」旨供述している。 

これらを総合的に判断すると、平成４年５月２日付けで行われた厚生年金保険の標準

報酬月額の訂正処理は事実に即したものとは考え難く、社会保険事務所が行った当該訂



 

正処理に合理的な理由は無く、有効な記録訂正があったとは認められない。このため、

当該訂正処理の結果として記録されている申立人に係る３年 10 月から４年９月までの

標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所に当初届け出た 53 万円に訂正することが必

要である。 

一方、申立期間のうち、平成４年 10 月から５年５月までの期間については、申立人

の標準報酬月額は、当該訂正処理を行った日以降の最初の定時決定（平成４年 10 月）

において 20 万円と記録されているが、当該処理について、上記訂正処理との直接的な

関係をうかがわせる事情が見当たらず、社会保険事務所の処理が不合理であったとは言

えない。 

また、申立人は当該期間に係る給与明細書等を保管していない旨供述しており、申立

人の主張する標準報酬月額及び保険料控除額を確認することができない。 

このほか、当該期間について、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料が控除されていたことを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が当

該期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたと認めることはできない。 



 

東京厚生年金 事案22143 

 

第１ 委員会の結論 

事業主は、申立人が昭和 43年 10月１日に厚生年金保険被保険者の資格を喪失した旨

の届出を社会保険事務所（当時）に行ったことが認められることから、申立期間の資格

喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については４万8,000円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和17年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和43年４月26日から同年10月１日まで 

 Ａ社（現在は、Ｂ社）に勤務していた期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入

記録が無い。同社には、昭和 39年５月５日から平成９年３月 31日まで継続勤務して

いたので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社から提出された申立人に係る人事記録、雇用保険の加入記録、Ｃ健康保険組合の加入記

録及び申立人から提出された在籍証明書から、申立人は、申立期間もＡ社に継続して勤務して

いたことが認められる。 

また、申立人は、Ａ社Ｄ支店のＥ営業所から同社本社に異動したとしているところ、同社同

支店の同営業所に勤務していた複数の元従業員は、申立人は同社同支店の同営業所から同社本

社に異動したとしており、同社同支店に係る事業所別被保険者名簿によると、申立人の後任者

の被保険者資格取得日が昭和43年10月１日となっていることから、申立人の同社同支店の同

営業所から同社本社への異動日は同日であったとするのが妥当である。 

一方、上記被保険者名簿によると、申立人は昭和43年４月26日に厚生年金保険被保険者資

格を喪失しているにもかかわらず、同年 10 月１日の標準報酬月額の定時決定が記録されてい

ることが確認できる。当該定時決定の記録を前提とすると、申立人が同年４月 26 日に厚生年

金保険被保険者資格を喪失した旨の届出を事業主が行ったとは考え難い。 

これらを総合的に判断すると、事業主は、申立人が昭和43年10月１日に厚生年金保険被保

険者資格を喪失した旨の届出を社会保険事務所に行ったことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｄ支店における昭和43 年３月の

社会保険事務所の記録から、４万8,000円とすることが妥当である。 



                      

  

東京国民年金 事案12581 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 42年 10月から 49年 12月までの国民年金保険料については、納付して

いたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和16年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和42年10月から49年12月まで 

    私の妻は、夫婦で店を開業した昭和 42年 11月に、住民票の異動手続と一緒に夫婦

二人の国民年金の加入手続を行った。また、妻は、夫婦二人の申立期間の国民年金保

険料を金融機関の窓口で納期限までに納めてきた。申立期間の保険料が未納とされて

いることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳の記号番号は、Ａ区に係る国民年金手帳記号番号払出簿による

と、申立人が加入手続を行ったと主張する昭和 42年 11月ではなく、51年７月 15日に

払い出されていることが確認できる。また、申立人は、「現在所持している年金手帳の

ほかに手帳を所持していた記憶は無い。」と述べていることなどから、申立期間当時に

おいて、申立人に対して別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情は見

当たらない。これらのことを踏まえると、申立期間のうち、42 年 10 月から 49 年３月

までの期間は、当該手帳記号番号の払出しの時点において、時効により国民年金保険料

を納付することができない期間である。 

また、申立期間のうち、昭和 49年４月から同年 12月までの期間は、当該手帳記号番

号の払出しの時点においては、保険料を遡って納付することが可能な期間であるものの、

申立人の妻は、「保険料を遡って納付した記憶は無い。」と述べている。 

さらに、申立人の妻は、「夫婦二人の保険料は、区役所から送られてきた納付書によ

り、金融機関の窓口で納付した。」と述べているが、申立人が申立期間当時居住してい

たとするＢ区及びＡ区における保険料の納付方法は、昭和 45 年３月まで印紙検認によ

るものであることから、申立期間のうち、42 年 10 月から 45 年３月までの期間におい

ては、申立人の妻が述べている納付書による納付方法と相違している。 

加えて、申立人の妻が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、



                      

  

確定申告書等）が無い。 

このほか、申立人の妻が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事

情は見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案12582 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 46年１月から 50年 12月までの期間及び 62年４月から平成３年３月ま

での期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和22年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和46年１月から50年12月まで  

             ② 昭和62年４月から平成３年３月まで 

    私は、国民年金保険料を支払えなくなり保険料を免除してもらった期間もあったが、

申立期間の保険料はきちんと納付してきたと思う。申立期間の保険料が未納とされて

いることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、申立人の国民年金手帳の記号番号は、Ａ区に係る国民年金手

帳記号番号払出簿によると、申立期間①より後の昭和 51年 10月に払い出されているこ

とが確認できる。また、申立人が現在所持する年金手帳と一緒に区役所から送付された

とする「国民年金手帳送付について」の文書には、51 年度における国民年金保険料の

月額が記載されていることから、当該手帳が 51 年頃に申立人に対して送付されたもの

と推認できる。さらに、申立人は、「当該手帳以外に手帳を所持した記憶が無い。」と

述べていることなどから、申立期間当時において、申立人に対して別の手帳記号番号が

払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらない。これらのことを踏まえると、申

立期間①のうち、46 年１月から 49 年６月までの期間は、当該手帳記号番号の払出しの

時点において、時効により保険料を納付することができない期間である。 

また、申立期間①のうち、昭和 49 年７月から 50 年 12 月までの期間は、当該手帳記

号番号の払出しの時点においては、保険料を過年度納付することができる期間であるも

のの、申立人は、「加入した当初において保険料をまとめて支払った記憶は無く、また、

遡って納められると言われた記憶も無い。」と述べている。 

申立期間②については、申立人は、「平成３年頃からは、生活が苦しくなったため保

険料を納められなくなったが、それ以前はＡ区役所の本庁舎かＢ出張所で保険料を納め

ていた。」と述べているが、申立期間②における保険料の納付金額に関する記憶は曖昧



                      

  

である。 

なお、オンライン記録によると、申立期間②の直前である昭和 55 年 10 月から 62 年

３月までの期間の申立人の保険料は申請免除とされているが、当該期間に係る申立人の

夫の保険料は納付済みとされている。このことについて、申立人は、「家計が別々とい

うわけではないが、二人分の保険料は払えなかった。」と述べていることなどから、申

立人は申立期間②当時において経済的に厳しい状況にあったことがうかがえる。 

加えて、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無い上、申立期間①は 60か月、申立期間②は 48か月とそれぞれ長期間

となっており、当該期間を通じて行政側の記録の管理に不備が続くとは考え難い。 

このほか、申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情は

見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案12583 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成 10 年３月から 16 年 12 月までの国民年金保険料については、納付して

いたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和21年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成10年３月から16年12月まで              

    私は、申立期間当時、Ａ区にあったＢ社で勤務しており、同社に入社する時に社長

と面談を行い、「厚生年金保険の適用事業所ではないので、給与から国民年金保険料

を納めておく。」と言われた。同社に入社したのは、平成 11年 12月に正社員となっ

た１年か２年前であり、正社員となった 11 年 12 月当時はＣ市に住んでいたが、12

年３月にＤ区に転居し、同区役所で私が国民年金の加入手続を行った。申立期間の保

険料が未納とされていることに納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「私は、正社員となった平成 11年 12月当時はＣ市に住んでいたが、通勤

が大変なため 12 年３月にＤ区に転居し、同区の区役所に行って自分で国民年金の加入

手続を行った。」と主張している。 

しかしながら、申立期間に係る国民年金手続上の住所については、オンライン記録に

よると、不在が確認されたことを示す「不在決定年月」が平成９年５月、所在が確認さ

れたことを示す「不在判明年月」が 18 年９月とされており、申立期間は、国民年金の

記録において申立人が不在被保険者とされていたことが確認できる。その上、18 年９

月 20 日付けで同年９月１日の厚生年金保険の被保険者資格を取得したことにより、国

民年金の資格喪失年月日を同年９月１日、喪失理由を国民年金の第２号被保険者に該当

したことに基づき、資格喪失手続が行われたことを示す「喪失届出」として、記録が追

加されていることが確認できる。これらのことから、申立期間のうち、10 年３月から

16 年７月までの期間は、記録が追加された 18 年９月の時点において、時効により保険

料を納付することができない期間である。 

また、申立人の住所は、戸籍の附票によると、申立期間の大部分を含む平成７年６月

から 15年 12月まではＣ市とされ、同年同月からＤ区とされていることが確認できる。



                      

  

これらのことから、申立期間のうち、国民年金保険料の収納事務が国に一元化される前

の期間である 10年３月から 14年３月までの期間においては、Ｄ区から申立人に係る現

年度の保険料の納付書が発行されたとは考え難い。 

さらに、申立人は、「社長と、入社する時に『厚生年金保険の適用事業所ではないの

で、国民年金保険料は会社で納付する』という約束をした。」と述べているものの、申

立人は、「会社に入社して以来、納付書を見た記憶は無く、会社に自分で納付書を持っ

ていった記憶も無い。」と述べている。その上、Ｂ社は平成 17 年６月＊日に解散して

おり、社長から当時の事情を聴取することができないため、申立期間の保険料の納付状

況を確認することができない。また、申立期間は、平成９年１月の基礎年金番号制度が

導入された後の期間であり、保険料の収納事務に係る電算化の進展により、当時の記録

管理の信頼性は高いと考えられることから、申立人の当該期間に係る記録漏れや記録誤

りが発生したとは考え難い。 

加えて、Ｂ社及び申立人が申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）が無い。 

このほか、Ｂ社及び申立人が申立期間の保険料を納付したことをうかがわせる周辺事

情は見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案12584 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成 20 年３月の国民年金保険料については、納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和63年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成20年３月 

私は、大学を卒業後の平成 21 年４月から厚生年金保険適用事業所の会社に就職し、

同年６月か７月に申立期間の国民年金保険料を納付書によりコンビニエンスストアで

納付した。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、平成 21 年６月に国民年金保険料の納付書が送付されてきたので、この納

付書により同年同月又は同年７月に申立期間の保険料をコンビニエンスストアで納付し

たと主張しており、同年６月９日に申立人に対して納付書が発行されていることがオン

ライン記録で確認できるが、申立人が所持する上記の納付書には「領収日付印」が無い

ほか、申立人は申立期間の納付書は現在所持する領収証書以外には受け取っていないと

説明している。 

また、申立人が保険料を納付したとするコンビニエンスストアの本部では申立人から

保険料を領収した記録は見当たらないと説明しているほか、申立人の「平成 21 年分給

与所得の源泉徴収票」においても国民年金保険料は控除されておらず、申立人は 21 年

の確定申告も行っていないと説明するなど、申立人が申立期間の保険料を納付していた

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 

 



                      

  

東京国民年金 事案12585 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 51年 12月から 53年 11月までの期間、54年１月から 55年 12月まで

の期間、56 年１月から 60 年３月までの期間、同年９月、平成元年８月及び２年１月の

国民年金保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和25年生 

住    所 ：  

             

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和51年12月から53年11月まで 

             ② 昭和54年１月から55年12月まで 

             ③ 昭和56年１月から60年３月まで 

             ④ 昭和60年９月 

             ⑤ 平成元年８月 

             ⑥ 平成２年１月 

私は、母から国民年金に加入したら国民年金保険料は納付するように言われ保険料

を納付してきた。婚姻後は、夫婦二人の保険料を妻や私が郵便局や金融機関で納付し、

時期は不明だが、２年遅れで納付していたこともあった。申立期間④については、私

は当該期間の領収証書を所持している。申立期間①及び②が国民年金に未加入で保険

料が未納とされ、申立期間③、④、⑤及び⑥の保険料が未納とされていることに納得

できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間④を除き国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）が無く、申立人は、領収証書を所持している申立期間④以外の申立

期間の保険料の納付時期及び納付額に関する記憶が曖昧である。 

申立期間①及び②については、申立人は当該期間直前の厚生年金保険から国民年金へ

の切替手続の時期に関する記憶がいずれも曖昧であり、申立期間①より前の昭和49年10

月16日に厚生年金保険に加入したことにより国民年金被保険者資格を喪失し、申立期間

②直後の56年１月１日に同資格を取得したことが申立人が所持する国民年金手帳に記載

されているほか、当該期間当時に申立人が居住していた市が57年12月に作成した申立人

の「年度別納付状況リスト」には、49年10月16日に国民年金被保険者資格を喪失して以



                      

  

降、同資格を取得した記載は無く、当該期間はいずれも「無資格期間」であることが記

載されており、当該期間は国民年金の未加入期間であるため、制度上、保険料を納付す

ることができない期間であるなど、申立人が当該期間の保険料を納付していたことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

申立期間③については、申立人は当該期間当時に国民年金の再加入手続を行った時期

に関する記憶が曖昧であり、昭和58年３月に婚姻して以降の保険料を一緒に納付してい

たとする申立人の妻の国民年金手帳の記号番号は当該期間後の62年７月に払い出され、

申立人及びその妻は当該期間直後の保険料を同年同月に過年度納付していることがオン

ライン記録で確認でき、この過年度納付時点では当該期間は時効により保険料を納付す

ることができない期間である。また、申立人は、国民年金被保険者資格を56年１月１日

に「１号」として取得したことが申立人が所持する国民年金手帳に記載されていること

が確認できるが、この「１号」の表記は当該期間後の61年４月以降に使用された記号で

あるなど、申立人及びその妻が当該期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周

辺事情も見当たらない。 

申立期間④については、申立人は当該期間の保険料に関する領収証書を所持している

ものの、当該期間の保険料は時効経過後の納付であることを理由として、昭和62年11月

12日付けの決議により当該期間翌月の60年10月の保険料に充当されていることがオンラ

イン記録で確認でき、保険料を一緒に納付していたとする妻も同年同月付けで同様の充

当処理が行われ当該期間の保険料は未納となっている。 

申立期間⑤及び⑥については、申立人は当該期間直後の保険料を平成３年10月、４年

４月にそれぞれ過年度納付していることがオンライン記録で確認でき、３年10月の過年

度納付時点では申立期間⑤は時効により保険料を納付することができない期間であり、

４年４月の過年度納付時点では申立期間⑥は時効により保険料を納付することができな

い期間であるほか、保険料を一緒に納付していたとする妻も、同様に過年度納付してい

ることがオンライン記録で確認でき、当該期間の保険料は未納となっているなど、申立

人及びその妻が当該期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当た

らない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案12586 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成５年４月から９年３月までの国民年金保険料については、免除されてい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和43年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成５年４月から９年３月まで 

    私は、平成５年４月に海外留学生として来日し、19 年 12 月に日本国に帰化した。

５年４月から９年３月までの期間は留学生であり、日本の年金制度についての知識

及び国民年金の加入手続を行った記憶は無く、収入も無かった。申立期間の国民年

金保険料が免除とされていないことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を免除されていたことを示す関連資料が無く、申

立人は、平成９年３月に大学を卒業して、厚生年金保険適用事業所に就職して初めて年

金手帳を交付され、14 年１月に国民年金への加入手続を行ったが、その間、国民年金

制度を知らなかったため、申立期間が国民年金の被保険者期間であることを知らず、国

民年金の加入手続を行った記憶も無いと説明している。 

また、申立期間は平成 14年１月 30日に記録追加されており、当該記録追加時点では

申立期間は免除申請をすることができない期間であるなど、申立人が申立期間の保険料

を免除されていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を免除されていたものと認めることはできない。 

なお、申立人は留学生に対して国民年金に関する説明が無く、無収入の留学生から保

険料を徴収することもおかしいとして当時の行政機関に責任があることを理由に、申立

期間を免除期間とするよう記録の訂正を求めているが、年金記録確認第三者委員会は保

険料の免除に関する関連資料及び周辺事情等に基づき訂正の可否を判断するものである。 

 



                      

  

東京国民年金 事案12587 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成 19年９月から 20年３月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和50年生 

住    所 ：  

              

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成19年９月から20年３月まで 

    私は、自分では国民年金の加入手続を行っていないが、国民年金保険料納付書とい

う封筒が平成 19年 10月中に届いたので、その中に入っていた１か月ごとの納付書で

期日に間に合うように国民年金保険料を納付していた。申立期間の保険料が未納とさ

れていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、申立人は平成 19年 10月中に届いた納付書で保険料を納付したと

説明しているが、申立人が同年９月 22 日に厚生年金保険被保険者資格を喪失したこと

により国民年金未適用者に対する加入勧奨が行われ、20 年３月 25 日に勧奨対象者一覧

が作成されたことがオンライン記録で確認でき、この作成時点で申立期間は国民年金の

未加入期間であり、制度上、保険料を納付することができない期間である。 

また、申立人に対し平成 21年７月 14日に過年度納付書が作成されていることがオン

ライン記録で確認でき、申立人には申立期間以外に未納期間が無いことから、当該納付

書は申立期間に関するものであるものと推察されるほか、20年 11月から 21年 11月ま

での間に保険料の収納業務受託事業者による納付勧奨も数回行われていることがオンラ

イン記録で確認できるなど、申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわ

せる周辺事情も見当たらない。 

なお、当委員会において申立人の居住地を管轄する税務署に対し、平成 19 年分、20

年分及び 21 年分の確定申告書の有無等について調査依頼したところ、19 年分の確定申

告書では申立人が当該年に国民年金保険料を納付していたことは記載されておらず、20

年分及び 21 年分の確定申告書の提出記録は見当たらないとの回答であったほか、申立

人の居住地である区役所に対し 20年分及び 21年分の課税証明書の調査依頼したところ、



                      

  

申立人が当該年に国民年金保険料を納付していたことは記載されていなかった。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案12588 

 

第１ 委員会の結論  

 申立人の平成５年５月から６年５月までの国民年金保険料については、納付していた

ものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和48年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成５年５月から６年５月まで  

    私の父は、私が厚生年金保険適用事業所に入社した平成８年９月前に私の国民年金

の加入手続を行い、私が 20 歳になった時まで遡って国民年金保険料を納付してくれ

た。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の父親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）が無く、申立人は国民年金の加入手続及び保険料の納付に関与して

おらず、加入手続及び保険料の納付をしていたとする父親から当時の納付状況等を聴取

することができないため、当時の状況が不明である。 

また、申立人は父親が申立人の保険料を申立人が20歳に到達した時まで遡って納付し

ていたと説明しているが、申立人の国民年金手帳の記号番号は平成８年７月に払い出さ

れており、当該払出時点では申立期間は時効により保険料を納付することができない期

間であり、申立期間直後の６年６月から８年３月までの期間の保険料は同年７月31日に

過年度納付されていることがオンライン記録で確認できることから、父親は申立人の国

民年金の加入手続を行った時点で、時効期限内に納付することが可能な期間の保険料を

納付したものと考えられるほか、申立人と連番で手帳記号番号が払い出されている申立

人の次兄の申立期間直後の期間の保険料も申立人と同一納付日に過年度納付されており、

申立期間の自身の保険料は未納となっていることが確認できるなど、父親が申立期間の

保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案12589 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成２年９月から３年３月までの国民年金保険料については、納付していた

ものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和39年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成２年９月から３年３月まで 

    私か母は、私が平成２年９月に厚生年金保険適用事業所を退職後、私の国民年金の

再加入手続を行い、申立期間の国民年金保険料を納付していた。申立期間が国民年

金に未加入で保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人及びその母親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は、自身で国民年金の再加入手続及び保険料

の納付をしたのでなければ、母親が再加入手続を行い保険料を納付してくれていた可能

性があると説明しており、国民年金の再加入手続、保険料の納付場所及び納付額に関す

る記憶が曖昧であり、母親から当時の状況を聴取することができないため当時の状況が

不明である。 

また、申立人が所持する国民年金の記号番号が記載されているオレンジ色の手帳の

「国民年金の記録（１）」欄には、申立人の「被保険者となった日」が「昭和 60 年５

月 24 日」、「被保険者でなくなった日」が「平成２年４月１日」と記載され、申立期

間当時に居住していた区の押印が確認できるものの、それ以外の国民年金被保険者資格

の得喪記録は記載されておらず、申立期間は国民年金の未加入期間で、制度上、保険料

を納付することができない期間であるなど、申立人及びその母親が申立期間の保険料を

納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案12590 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 63 年 11 月から平成４年 12 月までの期間及び５年２月から９年５月ま

での期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和29年生 

住    所 ：  

                 

２ 内容の要旨 

申 立 期 間 ： ①  昭和63年11月から平成４年12月まで 

② 平成５年２月から９年５月まで 

    私は、昭和 63年 11月に婚姻届と住所変更手続を区役所出張所で行った際に、職員

から「今から国民年金の保険料を納付し続ければ300か月となり、年金受給資格を得

られますよ。」と勧められたため、それ以降の国民年金保険料は、国民健康保険料と

一緒に毎月納付していた。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、申立人は当初、自身が保険料を納付しており、妻が厚生年金保険

適用事業所を退職した後の平成６年４月以降の保険料も申立人が納付していたと説明し

ていたが、途中から妻の最初の方の保険料は妻自身が納付していたかもしれないと内容

が変遷しているほか、申立人が納付したとしている申立期間当初の保険料の納付額は１

万 1,300円であったと説明しているが、その金額は申立期間①及び②当初の保険料額と

相違している。 

また、申立人が申立期間当初から保険料を主に納付していたとする金融機関の支店が

開設されたのは平成２年 11 月であることから、それ以前は当該支店で保険料を納付す

ることができないほか、申立人は郵便局で納付した記憶は無いとしていたものの、妻が

郵便局で納付したことがあると説明していることを伝えると、妻が郵便局で納付してい

たかもしれないと納付場所に関する説明を変更するなど、申立人が申立期間の保険料を

納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料､周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案12596 

                                    

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 37年４月から 42年３月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和10年生  

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和37年４月から42年３月まで 

    私は、昭和 37 年４月に父親が経営する厚生年金保険の適用事業所を退職して独立

した時に、父親に指摘されて国民年金に加入し、国民年金保険料を納付していたはず

である。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、申立人は、国民年金の加入場所、保険料の納付方法、納付場所及

び納付額に関する記憶が曖昧である。 

また、申立人は昭和 37 年４月に国民年金に加入し、保険料を納付していたと説明し

ているが、申立人の国民年金手帳の記号番号は申立期間後の 44 年４月頃に払い出され

ており、この払出時点では申立期間のうち 41年 12月以前の期間は時効により保険料を

納付することができないなど、申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうかが

わせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 

 



 

東京厚生年金 事案22087 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和16年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和43年11月１日から45年８月１日まで 

Ａ社に勤務した申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間は同社に継続

して勤務していたので、厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の役員及び同僚の供述から判断すると、勤務期間は特定できないものの申立人が

申立期間において同社に勤務していたことはうかがえる。 

しかし、Ａ社は既に解散している上、申立期間当時の事業主及び経理担当者であった

取締役は死亡しており、申立人の厚生年金保険の取扱い等について確認することができ

ない。 

また、申立人が記憶している同僚は、申立人と一緒に勤務していたが自分もＡ社にお

いて厚生年金保険に加入していなかった旨供述していることから、同社では必ずしも全

員が厚生年金保険に加入する扱いではなかったことがうかがえる。 

さらに、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿の健康保険被保険者証の整理番号に欠番は

無く、申立人の氏名が欠落したとは考え難い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 

 



 

東京厚生年金 事案22088 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

  

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和15年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和49年２月から52年７月まで 

Ａ社から引き抜きの話があり、給料は 20万円から 25万円であったので、それに応じ

転職をしたが、申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額が低くなっているので調

査をしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社が加入していたＢ厚生年金基金から提出のあった申立人に係る加入員記録原簿に

よると、申立期間の標準報酬月額は、全て厚生年金保険の標準報酬月額と一致している

ことが確認できる。 

また、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿では、申立人に係る標準報酬月額の記載内容

に不備な点は無く、遡って標準報酬月額の訂正が行われる等の不自然な処理は見当たら

ない。 

さらに、Ａ社で給与計算及び社会保険の業務を担当していた者は、当時の給与計算は

コンピューターで行っており、標準報酬月額の算定基礎届を提出する際は、コンピュー

ターで作成した給与台帳を基に健康保険組合の担当者と相互確認をしていたので、届出

は適正に行っていた旨供述している。 

加えて、Ａ社は平成 14年 10月１日に厚生年金保険の適用事業所でなくなっており、

また、申立期間当時の事業主及び代表取締役は既に死亡していることから、申立てに係

る事実を確認することができない。 

このほか、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が申

立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたと認めることはできない。 



 

東京厚生年金 事案22089 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和46年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成４年１月13日から同年７月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。４か月

の加入期間に対して、平成４年分給与所得の源泉徴収票に記載された社会保険料 12

万円は多い気がする。当該源泉徴収票を提出するので、申立期間を厚生年金保険の

被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出のあった平成４年分給与所得の源泉徴収票により、申立人が申立期間

にＡ社に勤務していたことが確認できる。 

しかしながら、上記源泉徴収票に記載されている社会保険料の金額は、申立人の平成

４年分給与支払金額及び同年７月から同年 10 月までのＡ社における標準報酬月額の記

録から算出した保険料額とほぼ符合している。 

また、Ａ社は、現在は経営者が異なっているため当時の状況については不明と回答し

ており、同社から提出のあった健康保険厚生年金保険被保険者資格取得届（副）の資格

取得日及び標準報酬月額はオンライン記録と一致している。 

さらに、申立期間当時にＡ社に勤務していた従業員４名に照会を行ったところ、回答

があった２名の入社年月とオンライン記録による厚生年金保険の資格取得月に相違があ

ることから、同社では、当時入社して一定期間経過後に厚生年金保険に加入させる取扱

いであったことがうかがえる。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 



 

東京厚生年金 事案22104 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和14年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和36年４月から37年２月まで 

             ② 昭和40年１月から42年まで 

             ③ 昭和44年４月から同年５月まで 

             ④ 昭和47年11月から48年５月15日まで 

Ａ法人に勤務していた申立期間①、Ｂ社（現在は、Ｃ社）に勤務していた申立期間

②、Ｄ県Ｅ市のＦ駅付近の防虫剤会社に勤務していた申立期間③及びＤ県Ｇ局（現在

は、Ｈ局）Ｉ事業所に勤務していた申立期間④の厚生年金保険の加入記録が無い。 

各申立期間に各事業所に勤務したことは確かなので、厚生年金保険の被保険者期間

として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人は、Ａ法人の代表者の私邸で家事をしていたと主張して

いるところ、同法人の代表者及び代表者の妻は、既に死亡しているため、申立人の勤務

実態及び厚生年金保険料の控除について確認することができない。 

また、Ａ法人の人事担当者は、昭和 36 年以降の職員名簿に申立人の氏名は無いため、

申立人の勤務を確認することができないと回答している。 

さらに、Ａ法人に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿により、申立期間①に加入

記録があり、所在の判明した９名に照会したところ、回答のあった７名は、申立人を知

らないとしており、このうちの１名は、申立人は、「代表者の家で個人的に奉職してい

たのではないか。自身の家にも奉職者がいたが、厚生年金保険に加入していなかっ

た。」と供述している。 

加えて、申立人が記憶しているＡ法人の同僚は、所在が不明なため、同僚から申立人

の勤務実態及び厚生年金保険の加入状況について確認することができない。 

申立期間②について、申立人がＢ社での勤務について具体的かつ詳細に記憶している



 

こと及び同社における複数の元従業員の供述から、期間は特定できないものの、申立人

が同社に勤務していたことはうかがえる。 

しかしながら、現在のＣ社の人事担当者は、Ｂ社当時の資料は廃棄処分しているとし

ていることから、申立人の勤務実態及び厚生年金保険料の控除について確認することが

できない。 

また、Ｂ社の元従業員は、申立人はパートであったと思う、パートは厚生年金保険に

は加入していなかったと供述している。 

さらに、Ｂ社に係る厚生年金保険被保険者原票には、申立期間②及びその前後の期間

において健康保険の番号に欠番や遡及訂正等の不自然な記載は見当たらない。 

申立期間③について、申立人は、Ｄ県Ｅ市のＦ駅付近にあった防虫剤会社で勤務した

としているが、当該会社の名称、事業主名及び商品名を記憶しておらず、申立人が勤務

していたとする当該会社の存在を確認することができない。 

また、申立人は、防虫剤会社における同僚を記憶しているが、当該同僚の所在を確認

することができない。 

さらに、申立人の申立期間③に係る雇用保険の加入記録を確認することができない。 

申立期間④について、Ｄ県Ｈ局の総務人事担当者は、当時のＩ事業所の人事台帳を確

認したが、当該期間に申立人の氏名は確認できず、申立人が記憶している所長又は上司

の存在も確認できないと供述しており、申立人の勤務実態及び厚生年金保険料の控除を

確認することができない。 

また、Ｄ県Ｇ局に係る事業所別被保険者名簿によると、同局は昭和 47 年８月１日に

厚生年金保険の適用事業所でなくなっており、申立期間④においては適用事業所でない

ことが確認できる。 

さらに、オンライン記録によると、申立人は、申立期間④に係る昭和 47年 10月から

48 年３月までの国民年金保険料を納付していること、及び同年４月１日から同年５月

15日まで他社で厚生年金保険に加入していることが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間①から④までに係る厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚生

年金保険の被保険者として、各申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 

 



 

東京厚生年金 事案22106（事案10570の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和21年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和53年３月26日から54年８月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い旨を第三者

委員会に申し立てたが、給与から保険料控除が確認できないなどの理由で記録を訂正

できないと通知を受けた。 

しかし、申立期間に独立した事実が無いこと、Ａ社で継続して取引先事業所の仕事

をしていたのは間違いないので、再度調査して申立期間を厚生年金保険の被保険者期

間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、ⅰ）Ａ社から提出された「健康保険厚生年金保険

被保険者資格喪失確認通知書」及び「健康保険厚生年金保険被保険者資格取得確認およ

び標準報酬決定通知書」の控えによると、その記載内容と社会保険事務所（当時）の記

録は一致していること、ⅱ）上記決定通知書の控えには、申立人に係る健康保険被保険

者証が添付された旨及びこれに対応して、同社に係る事業所別被保険者名簿にも、当該

被保険者証の返戻処理がされている旨の記載があること、ⅲ）同社の代表者から、資格

を喪失している期間において厚生年金保険料を控除することはしていない旨の供述及び

同社の関係者から、申立人の独立に関する供述があったことなどから、申立期間につい

て厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

ことが確認できないとして、既に当委員会の決定に基づき平成 22 年７月７日付けで年

金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

これに対し、申立人は、申立期間に独立した事実は無く、独立したのは、昭和 62 年

１月に新しい会社を設立したときであり、会社が社会保険料を安くさせるために自分の

知らない間に社会保険を喪失させていたものであり、自分の給与からは変わらずに社会

保険料が控除されていたと考えられ、前回の調査では、自分の言い分が十分に第三者委



 

員会に伝わっていないと思うので、再度調査をして申立期間も厚生年金保険の被保険者

期間として認めてほしい旨主張している。 

しかしながら、前回の委員会の判断の理由で述べた申立期間の独立に関して再度調査

したところ、事業主の供述及び当時の関係者などの供述から判断すると、申立期間に独

立をしていなかったことは確認できたものの、上記のとおり、上記通知書の控えに記載

されている内容と、社会保険事務所の記録が一致していること、上記通知書の控えには、

資格喪失に係る届出を社会保険事務所に提出した際に、申立人に係る健康保険被保険者

証が添付されたこと、上記被保険者名簿にも、当該被保険者証の返戻処理がされている

旨の記載があることなどが確認できることから、一連の事務処理に不自然さはうかがえ

ない。 

なお、申立人は、健康保険被保険者証は会社に預けたままで、自分では持っていなか

ったと主張しているため、上記被保険者名簿から、申立期間当時に同社において加入記

録の有る複数の従業員に照会したところ、年金手帳を会社に預けていた者は確認できた

が、健康保険被保険者証に関しては、申立人のように会社に預けていた者は確認できず、

回答のあった全員が自分自身で保管し管理していた旨回答している。 

また、Ａ社の代表者は、申立期間当時の申立人の勤務実態及び被保険者資格を一度喪

失し再度取得した理由は不明であるが、資格を喪失している期間において、申立人の給

与から厚生年金保険料を控除するようなことはしていない旨供述している。 

さらに、当時の顧問社会保険労務士及び会計事務所の担当者は、厚生年金保険に未加

入である従業員から保険料を控除するようなことは考えられず、Ａ社が事務処理上に間

違いをしていれば、チェックをしたときに分かるので訂正をする旨供述している。加え

て、当該社会保険労務士は、社会保険を喪失させると健康保険被保険者証も返納するの

で、本人が知らない間に資格喪失させることは考えにくい旨供述している。 

その上、事業主、同僚及び取引先事業所の担当者などから、申立人は、申立期間にＡ

社で継続的に取引先事業所を担当して仕事をしていたことが認められる供述があったも

のの、申立期間に、申立人が事業主により給与から厚生年金保険料を控除されていたこ

とをうかがえる新たな関連資料及び周辺事情は見当たらなかった。 

以上のことから、申立人からの新たな情報については、当初の決定を変更すべき新た

な事情に当たらず、その他、当初の決定を変更すべき新たな事情は無いことから、申立

人が厚生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたと認めることはできない。 

 



 

東京厚生年金 事案22107 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和８年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和34年10月１日から35年９月１日まで 

Ａ社（現在は、Ｂ社）に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録

が無い。同社に昭和 35 年９月１日まで継続して勤務していたので、申立期間も厚生

年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

（注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を求めて行った

ものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社は、申立人の申立期間における雇用の事実等は不明である旨回答しており、また、

Ａ社における申立期間当時の事業主に照会したが、回答を得ることができず、申立人の

同社における雇用保険の加入記録も見当たらないことから、申立期間の勤務状況につい

て確認することができない。 

そこで、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、申立人の申立期間にお

ける勤務状況等について複数の従業員に照会したところ、５人から回答を得たが、その

うち二人は申立人のことを記憶していたものの、申立人の同社における勤務期間までは

記憶しておらず、残る３人のうち申立人を記憶している者はいなかった。 

さらに、申立人の妻は、申立人の実弟二人の氏名を挙げ、そのうち一人が知っている

かもしれないと供述している。しかしながら、一人は既に死亡しており、残る一人に照

会し回答を得たものの、申立人がＡ社に勤務していた期間は覚えていない旨供述してい

るため、申立期間の勤務状況について確認することができなかった。 

加えて、Ａ社を退職後、次に勤務したＣ社（現在は、Ｄ社）から提出された、申立人

に係る「人事情報カード」によると、申立人がＡ社を退職した年月は昭和 34 年９月と

記載され、さらに、Ｃ社の入社年月日は「Ｓ35・９・１」と記載されていることが確認

でき、申立人の厚生年金保険の加入記録と一致している。 



 

このほか、申立人の申立期間における勤務状況及び厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたと認めることはできない。 



 

東京厚生年金 事案22108 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和16年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和38年２月20日から44年８月31日まで 

         ② 昭和44年10月２日から46年７月１日まで 

年金記録を確認したところ、申立期間について脱退手当金の支給記録が有ることを

知った。 

しかし、脱退手当金を受け取った記憶は無いので、脱退手当金の支給記録を取り消

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人名で提出された脱退手当金裁定請求書が、申立人の厚生年金保険被保険者期間

の最終事業所であるＡ社（現在は、Ｂ社）を管轄するＣ社会保険事務所（現在は、Ｄ年

金事務所）に保管されており、同社会保険事務所では当該請求書を昭和46年７月13日付

けで受け付け、Ｅ社を管轄するＦ社会保険事務所（現在は、Ｄ年金事務所）に申立人に

係る被保険者資格関係事項の照会を行い、同年７月28日付けで脱退手当金裁定のために

必要となる標準報酬月額等の情報を得て、その後、脱退手当金裁定伺を作成して決裁を

得るなど適正に裁定手続を行い、同年12月17日付けで支払済みとなっていることが確認

できる。 

また、上記の脱退手当金裁定請求書及び脱退手当金裁定伺における請求期間は、申立

期間であるＥ社及びＡ社にそれぞれ勤務した２回の厚生年金保険被保険者期間が対象と

されており、これらのほかに勤務した４回の厚生年金保険被保険者期間については請求

されていなかったことが確認できる。 

さらに、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿の申立人の欄には、脱退手当金の支給を意

味する「脱」の項目に○印が記されている上、申立期間に係る最終事業所の厚生年金保

険被保険者資格喪失日から約５か月後に支給決定されているなど、一連の事務処理に不

自然さはうかがえない。 

加えて、企業年金連合会が保管する申立人に係る厚生年金基金加入員台帳によると、



 

申立人はＡ社在職中の昭和42年２月１日から44年８月31日までＧ厚生年金基金に加入し

ていたことが確認できるが、一方、Ａ社在職中に加入していたＢ社厚生年金基金の加入

記録については確認できない。このことについて、同連合会は、「Ｂ社厚生年金基金は、

特別脱退一時金の規定があり、その当時、（申立人は）特別脱退一時金を受けたため、

連合会には、基金加入記録の引継ぎがされなかったと思われる。」と回答している。 

なお、申立期間に係る脱退手当金の受給については、上記脱退手当金裁定伺に当初記

載されていた送金先が、両親が居住する最寄りの金融機関に変更され、その隣に両親宅

の住所が併記されていることが確認できるほか、脱退手当金裁定請求書の余白には申立

人の父の名前と電話番号がメモされていることなどの事情を踏まえると、脱退手当金の

受領について、申立人の父が関与していた可能性が有ることを否定できない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係

る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



 

東京厚生年金 事案22109 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和15年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和39年４月３日から41年１月１日まで 

         ② 昭和41年８月１日から42年１月31日まで 

         ③ 昭和44年４月15日から同年９月１日まで 

年金記録を確認したところ、申立期間について脱退手当金の支給記録が有ることを

知った。 

しかし、昭和32年から初めて勤務した事業所では、脱退手当金をもらったことを覚

えているが、申立期間に係る事業所から、脱退手当金の説明は無く、自分で脱退手当

金の請求手続をした記憶も脱退手当金を受給した記憶も無いので、脱退手当金の支給

記録を取り消してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   年金事務所から提出された脱退手当金裁定請求書によると、当該請求書の事業所名称

欄及び所在地欄には申立期間に係る事業所の社判が押されていることが確認できること

から、申立期間に係る脱退手当金の請求に申立期間に係る事業所の関与がうかがえると

ころ、当該請求書の公的年金の加入歴を記載する欄には、かつて申立人が勤務していた

事業所名称及び所在地並びに勤務期間が記されていることが確認でき、事業所において

個人の過去の公的年金の加入歴を把握することは一般的には困難であったものと考えら

れることを踏まえると、当該請求書の作成に当たっては、申立人の意思が介在していた

ものと考えられる。 

   また、申立期間③に係る事業所の厚生年金保険被保険者原票には、脱退手当金の支給

を意味する「脱」の表示が記されている上、申立期間に係る脱退手当金の支給額に計算

上の誤りは無く、申立期間③に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日から約３か月後の

昭和 44 年 12 月 25 日に支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかが

えない。  

さらに、申立人から聴取しても、受給した記憶が無いという主張のほかに申立期間に



 

係る脱退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係

る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



 

東京厚生年金 事案22110 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和11年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和28年４月27日から同年５月１日まで 

         ② 昭和28年５月１日から30年２月１日まで 

         ③ 昭和30年２月１日から31年６月18日まで 

         ④ 昭和31年12月16日から33年３月１日まで 

         ⑤ 昭和33年３月１日から39年９月１日まで 

         ⑥ 昭和39年９月１日から40年12月18日まで 

年金記録を確認したところ、申立期間について脱退手当金の支給記録が有ることを

知った。 

しかし、退職時には会社から脱退手当金について説明は無く、自分で脱退手当金の

請求手続はもちろんのこと、脱退手当金を受給した記憶も無いので、脱退手当金の支

給記録を取り消してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①から③までに係る厚生年金保険被保険者台帳には、申立期間に係る脱退手

当金が支給決定された昭和42年８月７日の直前の同年５月25日に、脱退手当金の算定の

ために必要となる標準報酬月額等を社会保険庁（当時）から当該脱退手当金を裁定した

社会保険事務所（当時）へ回答したことが記録されている上、申立人が申立期間④から

⑥までに勤務した事業所に係る事業所別被保険者名簿等には、脱退手当金の支給を意味

する「脱」の表示が記されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、前述のとおり、申立期間①から③までに係る厚生年金保険被保険者台帳におい

て、脱退手当金の算定のために必要となる標準報酬月額等を社会保険庁から当該脱退手

当金を裁定した社会保険事務所へ回答した日は、昭和42年５月25日と記録されており、

さらに、申立期間③及び④に係る厚生年金保険被保険者台帳において、当該期間の厚生

年金保険被保険者記号番号は、同年９月１日に重複整理の手続が行われたことが記録さ

れており、申立期間に係る脱退手当金が同年８月７日に支給決定されていることを踏ま



 

えると、これらの事務処理は脱退手当金の請求に併せて行われたものと考えるのが自然

である。 

加えて、申立人から聴取しても、受給した記憶が無いという主張のほかに申立期間に

係る脱退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係

る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 



 

東京厚生年金 事案22112 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和18年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成４年２月１日から14年１月１日まで 

Ａ社に運転手として勤務していた期間のうち、申立期間の厚生年金保険の標準報酬

月額が、報酬月額に見合う標準報酬月額より低く記録されている。給与支給明細書を

提出するので、申立期間の標準報酬月額を正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、標準報酬月額を改定又は

決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除して

いたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範

囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとな

る。 

申立期間のうち、平成４年２月から同年 12 月まで、５年２月から同年８月まで及び

同年 10 月から 13 年 12 月までの標準報酬月額について、申立人が保有している給与支

給明細書により、報酬月額に見合う標準報酬月額は、オンライン記録の標準報酬月額よ

り高額であるものの、保険料控除額に見合う標準報酬月額は、オンライン記録の標準報

酬月額と同額又は低額であることが確認できる。 

また、申立期間のうち、平成５年１月及び同年９月の標準報酬月額について、申立人

及びＡ社は、当該期間の給与支給明細書を保管していないが、上記の当該期間前後の給

与支給明細書から、当該期間も同水準の給与が支給され、同額の保険料が控除されてい

たものと推認できる。 

さらに、Ａ社は、当時の資料は保有していないが、申立期間において申立人が主張す

る標準報酬月額に基づく保険料の控除はしていない旨回答している。 

このほか、申立人の主張する申立期間に係る標準報酬月額に基づく厚生年金保険料の



 

控除について、これを確認できる関連資料は無く、周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が申

立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことを認めることはできない。 



 

東京厚生年金 事案22113（事案11440の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂正を認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和20年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成７年４月１日から８年12月１日まで 

Ａ社に代表取締役として勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の標準報酬月額

を正しい記録に訂正してほしい旨を第三者委員会に申し立てたが、記録の訂正は認められ

ないとの通知を受けた。今回、滞納処分票を確認したが、記載されているような事実は無

いので、再度調査を行い、申立期間の標準報酬月額を正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、申立期間の標準報酬月額は、Ａ社が厚生年金保険

の適用事業所でなくなった（以下「全喪」という。）日以降に、遡って標準報酬月額が

引き下げられていることは確認できるものの、申立人は、同社に係る商業登記簿謄本に

より、遡及減額訂正処理日に同社の代表取締役であったことが確認でき、滞納処分票に

より、申立人自身が同社の全喪処理及び上記遡及訂正処理に関与していたことがうかが

え、申立人は会社の業務を執行する責任を負っている代表取締役として自らの標準報酬

月額に係る記録訂正を有効なものでないと主張することは信義則上許されないとして、

既に当委員会の決定に基づき、平成 22年８月 25日付けで年金記録の訂正は必要でない

とする通知が行われている。 

これに対し、申立人は、滞納処分票に記載の内容は事実と異なり、自分は上記遡及訂

正処理には関与していないと主張するのみである。 

また、Ａ社の全喪日と同日に同社において被保険者資格を喪失している従業員３人に

当時の状況等について照会したが、回答を得ることができない。 

以上のことから、今回の申立人からの主張は、当委員会の当初の決定を変更すべき新

たな事情とは認められない。 

これらのことから判断すると、申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月

額に係る記録の訂正を認めることはできない。 



 

東京厚生年金 事案22114 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和22年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成13年３月31日から同年４月１日まで 

Ａ事業所に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。同事

業所には平成 13年３月 31日まで勤務していたので、資格喪失日は同年４月１日にな

るはずである。申立期間の給料支払明細書を提出するので、申立期間を厚生年金保険

の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

国民健康保険組合の加入記録及び申立人が保有していた給料支払明細書により、申立

人が申立期間にＡ事業所に勤務していたことは認められる。 

しかし、Ａ事業所は、厚生年金保険料は翌月控除だったと回答しており、申立人の資

格取得月の給料支払明細書により、翌月控除であることが確認できるところ、申立人が

保有する平成 13年４月（平成 13年３月 21日から同年同月 31日まで）分の給料支払明

細書において、申立人の給与から退職月の厚生年金保険料が控除されていないことが確

認できる。 

また、Ａ事業所は、平成 13 年分退職所得給与所得に対する所得税源泉徴収簿を提出

し、申立人の申立期間に係る給与から厚生年金保険料を控除していないと回答している。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 



 

東京厚生年金 事案22122 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和29年生 

住    所 ：  

              

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和55年11月２日から61年３月31日まで 

             ② 昭和61年４月１日から62年６月１日まで 

             ③ 昭和63年９月23日から平成３年２月１日まで 

昭和55年11月から現在までＡ社（現在は、Ｂ社）に勤務しているが、申立期間①、

②及び③の厚生年金保険の加入記録が無い。 

継続して勤務していたことは確かなので、各申立期間を厚生年金保険の被保険者期

間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について申立人は、Ａ社に勤務していたと主張している。 

しかし、オンライン記録によると、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所となったのは、

昭和 62 年６月１日であり、申立期間①は適用事業所となっていないことが確認でき

る。 

また、Ｂ社は当時の資料を保存していないため、厚生年金保険料の控除については

不明としているほか、申立期間当時の事業主は既に死亡しているため供述を得ること

ができず、当時同社に在籍していた役員、同僚及び従業員計 15 人に照会し、４人か

ら回答を得たものの、申立人の厚生年金保険料控除についての供述は得られない。 

２ 申立期間②について申立人は、Ａ社に勤務していたと主張しているところ、雇用保

険の加入記録及び他の従業員の供述により、期間は特定できないものの、申立人がＡ

社に勤務していたことは推認できる。 

しかし、オンライン記録によると、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所となったのは、

昭和 62 年６月１日であり、申立期間②は適用事業所となっていないことが確認でき

る。 

また、Ｂ社は当時の資料を保存していないため、厚生年金保険料の控除については



 

不明としているほか、申立期間当時の事業主は既に死亡しているため供述を得ること

ができず、当時同社に在籍していた役員、同僚及び従業員計 15 人に照会し、４人か

ら回答を得たものの、申立人の厚生年金保険料控除についての供述は得られない。 

３ 申立期間③について、申立人はＡ社に正社員として勤務していたと主張していると

ころ、雇用保険の加入記録及び他の従業員の供述により、期間は特定できないものの、

申立人がＡ社に勤務していたことは推認できる。 

しかし、Ｂ社は、申立期間③当時の人事資料等を保存しておらず、申立人の勤務状

況及び厚生年金保険料の控除について確認できない旨回答しているほか、申立期間当

時の事業主は既に死亡しているため供述を得ることができず、当時同社に在籍してい

た役員、同僚及び従業員計 15 人に照会し、４人から回答を得たものの、申立人の厚

生年金保険料控除についての供述は得られない。 

また、オンライン記録によれば、申立人は昭和63年９月23日にＡ社で厚生年金保

険被保険者資格を喪失したと記録されているとともに、社会保険事務所（当時）が申

立人に係る健康保険証を同年９月30日に回収したと記録されている。 

さらに、上記回答者のうち一人は、入社と同日付けで厚生年金保険被保険者資格を

取得しているが、他の一人は、入社してから６か月後に厚生年金保険に加入したと供

述しているほか、もう一人は勤務していた期間の一部について、給料の手取額を増や

すため厚生年金に加入しなかったと供述しており、同社では従業員により厚生年金保

険について異なる取扱いをしていたことがうかがえる。 

４ このほか、申立人の申立期間①、②及び③における厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

厚生年金保険の被保険者として、申立期間①、②及び③に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



 

東京厚生年金 事案22123 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和５年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和22年３月27日から同年８月29日まで 

Ａ社Ｂ工場に勤務していた期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。

申立期間も同工場に継続して勤務していたので、厚生年金保険の被保険者として認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間もＡ社Ｂ工場に継続して勤務していたと主張している。 

しかし、Ａ社は当時の資料を保管しておらず、申立人の申立期間に係る勤務について

は不明である旨回答している。 

また、申立人は上司や同僚の名前を記憶していないため、Ａ社Ｂ工場に係る健康保険

厚生年金保険被保険者名簿において、申立期間に被保険者記録を有する従業員のうち

42 人に照会したところ、29 人から回答を得られたが、申立人を記憶している者はいな

かった。 

さらに、Ａ社Ｂ工場に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において申立期間に被

保険者記録を有する従業員のうち 10 人の厚生年金保険被保険者台帳及び健康保険厚生

年金保険被保険者名簿について調査したところ、二人が、同工場で厚生年金保険の被保

険者資格を喪失した後、再び同工場において被保険者資格を取得しており、申立人と同

様に空白の期間を有していることが確認できる上、このうち一人は、個人的な事情によ

り一時的に同工場での仕事を休んだ旨の供述をしている。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 



 

東京厚生年金 事案22126 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和37年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和58年８月１日から59年４月２日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、Ｂ社（現在は、Ｃ社）から異動した昭和58年８月１日

から59年４月２日までの申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。 

Ａ社は、Ｂ社の一部署が独立してできた会社であり、Ｂ社から異動した後も、実質

的には職場や業務内容に変更は無く、Ｂ社で勤務していたときと同様に厚生年金保険

に加入していたと思うので、申立期間を厚生年金保険の加入期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和55年８月１日からＢ社に勤務し、58年８月１日に同社から一部署が独

立してできたＡ社へ異動し、申立期間は同社に勤務したものの、Ｂ社に勤務していたと

きと就業場所や業務内容に変更は無かったことから、給与明細書など当時の厚生年金保

険料の控除等を証明する資料は持っていないものの、Ａ社に勤務した申立期間について

も、厚生年金保険に加入していたと主張している。 

このうち、申立人が申立期間においてＡ社に勤務していたことは、雇用保険の加入記

録及び申立人と同時期にＢ社からＡ社へ異動した同僚の証言から認められる。 

しかしながら、オンライン記録によると、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所となった

のは、昭和59年４月２日であり、同社は、申立期間当時、適用事業所ではなかったこと

が確認できる。 

また、Ｂ社の承継会社であるＣ社は、「申立期間に係るＡ社の決算報告書、同整理資

料及び申立人と同時期に同社へ異動した同僚から入手した支給明細書等から判断して、

同社が厚生年金保険の適用事業所となる前である申立期間については、従業員から健康

保険料及び厚生年金保険料を給与から一旦は控除したものの、翌月以降に当該同僚と同

様に従業員へ返金しており、申立人に対しても同様に、申立期間については給与から一

旦は厚生年金保険料を控除した可能性があるものの、翌月以降に返金しているはずであ



 

る。」と回答している。 

このことについては、上記Ｃ社から提出された当該決算報告書、同整理資料及び上記

同僚の支給明細書等から判断して、申立人についても、申立期間の厚生年金保険料を給

与から一旦控除されたものの、翌月以降に返金されたと考えるのが自然である。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 



 

東京厚生年金 事案22127 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和22年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和44年５月１日から47年７月１日まで 

昨年、日本年金機構からはがきが来て、申立期間について脱退手当金が支給され

たことになっていることを知った。しかし、脱退手当金が支給されたとされる時期

には外国に住んでいたため受給できなかったので、脱退手当金の支給記録を取り消

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間に勤務したＡ社に係る事業所別被保険者名簿の申立人の欄には、脱

退手当金が支給されていることを意味する「脱」の表示が記されている上、申立期間に

係る脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無く、申立期間に係る厚生年金保険被保険

者資格喪失日から約４か月後の昭和 47 年 11 月 20 日に支給決定されているなど、一連

の当該脱退手当金の支給に係る事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、本件については、年金事務所から本件申立書が当委員会に転送されてきた後、

申立人に対して、脱退手当金を受給していないとする申立ての理由等の詳細について確

認等を行うために、質問調査票の送付及び電話照会を再三行ったが、申立人からの回答

及び応答は無く、しかも、申立人は、途中から当該文書の受取も拒否しているため、申

立人から申立理由等の申立内容の詳細を確認することができない。 

そこで、本件申立書に記載されている申立人が脱退手当金を受給していないとする理

由である「申立期間に係る脱退手当金が支給されたとされる時期には外国に住んでいた

ため受給できなかった」とする点について確認するため、法務省Ｂ入国管理局に、申立

人の申立期間当時の出入（帰）国の状況を照会したところ、同局は、保管している昭和

48 年４月１日以降の出入（帰）国記録において、申立人が申立期間の次に勤務したＣ

社に入社した同年７月１日までの間には、申立人に係る出入（帰）国記録は見当たらな

いと回答している。このため、申立人については、昭和 48 年４月１日から同年６月 30

日までの期間において外国に住んでいたとは考えられず、また、47 年７月１日から 48



 

年３月 31 日までの期間についても、外国に住んでいたことを確認できない。仮に、申

立人が、Ａ社を退職した 47 年６月 30 日以後出国していたとしても、遅くとも 48 年３

月 31 日までには帰国しており、短期の滞在であったものと考えられ、しかも、申立人

の脱退手当金の支給記録がある 47 年当時も脱退手当金の海外への送金や代理人への委

任による受給も可能であったことから、外国にいたことをもって脱退手当金を受け取れ

なかったとは言えない。 

加えて、申立人は、申立期間の前に勤務したＤ社に係る厚生年金保険被保険者期間に

ついては、既に脱退手当金を受給しており、申立期間の脱退手当金を受給することに不

自然さはうかがえない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る

脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



 

東京厚生年金 事案22128 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和16年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和40年６月１日から49年８月１日まで 

65 歳のときに年金の受給手続をした際、申立期間について脱退手当金の支給記録

が有ることを知った。申立期間に勤務したＡ社を退職した後、Ｂ社会保険事務所（当

時）に行って申立期間に係る脱退手当金の請求手続をした。その後、同事務所から電

話で支給決定通知を受けたが、知人から脱退手当金は受給しない方が良いとのアドバ

イスを受け、後日同事務所に受給しない旨の電話連絡を行い、その場で了解してもら

った。このため、申立期間に係る脱退手当金は受給していないので、脱退手当金の支

給記録を取り消してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金について、「その請求を行い、支給決定通知を

もらったが、夫が経営する喫茶店に来ていた青色申告会の人から、受給しない方が良い

とのアドバイスを受け、Ｂ社会保険事務所に受給しない旨の電話連絡を行い、その場で

了解してもらった。また、その際、同事務所の担当者からは、脱退手当金請求の取下書

や被保険者証の提出及び支給決定通知書の返還は求められなかった。」と主張している。 

しかし、日本年金機構では、脱退手当金支給決定後に、請求者から脱手受給を取りや

める旨の意思表示があった場合の取扱いについて、「申立期間当時も、社会保険事務所

（当時）では、当該意思表示が口頭（電話を含む。）であった場合、支給決定を取り消

すための決裁手続を行うため、また、その後のトラブルを回避するため、当該意思表示

をした者から脱退手当金請求の取下書を提出してもらうとともに、被保険者証の再提出

及び支給決定通知書の返還を求め、当該被保険者証については「脱」表示の訂正を行っ

た上で同人に返却することとなっており、このような手続を行わず、電話のみで当該意

思表示を了解することはあり得ない。」と説明しており、申立人が当該脱退手当金の支

給決定を口頭で取り消し、これを社会保険事務所が請求取下書等の提出も求めず了解し

たとは考え難い。 



 

また、申立人が申立期間に勤務したＡ社に係る事業所別被保険者名簿の申立人の欄に

は、脱退手当金が支給されていることを意味する「脱」の表示が記されている上、申立

期間に係る脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無く、申立期間に係る厚生年金保険

被保険者資格喪失日から約１か月後の昭和 49年８月 26日に支給決定されているなど、

一連の当該脱退手当金の支給に係る事務処理に不自然さはうかがえない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係

る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



 

東京厚生年金 事案22132 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂正を認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和17年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成４年４月１日から11年11月１日まで 

Ａ社の代表取締役として勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の標準報酬

月額が、それより前の標準報酬月額と比較して低くなっている。そのため、調査して

正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち、平成４年４月１日から９年 10 月１日までの期間について、オンラ

イン記録によると、申立人のＡ社における標準報酬月額は、当初、４年４月から６年

10月までは 53万円、同年 11月から９年４月までは 59万円と記録されていたところ、

同年５月６日付けで、４年４月に遡って、11 万円に減額訂正されており、９年９月ま

で継続していることが確認できる。 

しかしながら、Ａ社に係る商業登記簿謄本では、申立人が申立期間及び上記減額訂正

が行われた当時、同社の代表取締役であったことが確認できる。 

また、Ａ社に係る申立期間の社会保険料の滞納処分票は無いものの、同社が保険料納

付を口座振替しているＢ信用組合Ｃ支店から提出のあった当座勘定元帳によれば、Ａ社

は平成７年１月４日の口座振替分以降、11 年 11 月 30 日に保険料の口座振替の記載が

されるまで口座振替の記録が無く、同社において保険料の滞納があったことがうかがえ

る。 

さらに、申立人は、「時期ははっきりしていないが、Ａ社役員会で、社会保険料の未

納があり、１年くらいで清算するよう社会保険事務所（当時）から指示があった旨の報

告を受けたが、１年では無理だと思った。」と供述しており、当時、同社に保険料の滞

納があったことを認めている。 

加えて、申立期間当時の社会保険事務担当者は、「時期は覚えていないが、社会保険

料の納付が滞り、当時の社会保険事務所に担当部長が相談に行き、厚生年金保険からの



 

脱退を勧められてその準備をしたこともあった。結局脱退は免れたが、保険料を減額す

るために代表者の標準報酬月額の変更の指示が出たと思う。」旨供述しており、Ａ社の

オンライン記録では遡って標準報酬月額が減額されているのは申立人のみであることか

ら、上記担当の供述と一致する。 

これらの事情を総合的に判断すると、申立人は、Ａ社の代表取締役として自らの標準

報酬月額の減額訂正を行いながら、当該処理を有効なものでないと主張することは信義

則上許されず、申立人の当該期間における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂

正を認めることはできない。 

次に、申立期間のうち、平成９年 10 月１日から 11 年 11 月１日までの期間について、

オンライン記録によると、申立人のＡ社における当該期間の厚生年金保険の標準報酬月

額は、当該遡及訂正処理を行った日以降の最初の定時決定（平成９年 10月）で 11万円

と記録されているところ、遡って標準報酬月額の訂正が行われる等の不自然な処理は見

当たらない。 

一方、申立人は、「申立期間に係る人事記録、賃金台帳等の書類については保存して

いない。Ａ社を縮小したときに社会保険の書類を保管する場所がなくなり処分した。」

旨供述しており、申立人の申立期間における報酬月額及び厚生年金保険料控除額につい

て確認することができない。 

このほか、当該期間について、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が申

立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことを認めることはできない。 



 

東京厚生年金 事案22133 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正３年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和20年６月２日から21年４月１日まで 

Ａ社Ｂ支店（後に、Ｃ公団Ｄ支部）に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保

険の加入記録が無い。申立期間も同社に継続して勤務をしていたので、申立期間を厚

生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社Ｂ支店に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿により、申立期間において厚生

年金保険の被保険者資格を有することが確認でき、かつ、申立期間後に申立人と同様に

Ｃ公団Ｄ支部において被保険者資格を取得している者のうち、さらに、申立人より提出

のあったＡ社ＯＢ会会員名簿に氏名が記載されている 19 人のうち、所在が判明した元

従業員５人に申立人の申立期間の勤務について照会したところ、一人の従業員から回答

があり、申立人が申立期間において当該支店に勤務していたことは確認できる。 

しかしながら、Ａ社は昭和 22年７月＊日に解散しており、Ｃ公団も昭和 25年８月＊

日に解散していることから、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について

確認することができない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 



 

東京厚生年金 事案22134（事案785及び786の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和18年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和34年４月頃から35年５月頃まで 

             ② 昭和35年５月頃から39年４月16日まで 

             ③ 昭和40年８月２日から41年９月頃まで 

平成19年に、Ａ社に勤務した昭和34年４月から 36年10月１日までの期間につい

て、この間の厚生年金保険の加入記録が無いと第三者委員会に申し立てたところ、同

委員会から、申立内容を確認できる資料が無いなどの理由により、記録訂正を行うこ

とができないと通知があった。 

このＡ社に勤務した期間は、よく考えると、昭和34年４月頃から35年５月頃まで

（申立期間①）であったと思うし、このことは、当時の事業主の息子（現在の事業

主）と当時一緒に勤務していた同僚二人に聴取してもらえば分かるはずであるので、

これらの者から当該期間における勤務状況を聴取し、申立期間①を厚生年金保険の被

保険者期間として認めてほしい。 

また、上記平成 19 年の申立てにおいては、Ａ社の次に勤務したＢ社における昭和

36年 11月１日から 39年４月 16日までの勤務期間についても、この間の厚生年金保

険の加入記録が無いと第三者委員会に申し立てたところ、同委員会から、申立内容を

確認できる資料が無いなどの理由により、記録訂正を行うことができないと通知があ

った。 

このＢ社に勤務した期間については、よく考えると、申立期間①のＡ社を退職した

昭和 35 年５月頃から、同社における厚生年金保険の加入記録のある期間も含め、Ｂ

社における加入記録のある前の 39年４月 16日まで（申立期間②）であったと思うし、

このことは、Ｂ社で当時一緒に勤務していた同僚３人に聴取してもらえば分かるはず

であるので、これらの者から当該期間における勤務状況を聴取し、申立期間②を厚生

年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

さらに、これまでは申立てを行っていなかったが、Ｂ社については、同社における



 

厚生年金保険の加入記録がある昭和 40 年８月２日までの期間の後も、Ｃ社における

加入記録がある前の 41 年９月頃まで引き続き勤務したので、この期間（申立期間

③）について、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①に関しては、申立人は、平成 19 年に、Ａ社に昭和 34 年４月から 36 年

10 月１日まで勤務したので、当該期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めて

ほしい旨申し立てているが、ⅰ）当時の同僚の証言から、申立人が、当該期間のうち、

おおむね昭和 36 年以降の期間については、同社に勤務していたことは推認できるも

のの、35 年以前の期間については、同社に、勤務状況を確認できる資料等が一切残

っておらず、かつ、同僚の証言も得ることができないため、勤務が確認できないこと、

ⅱ）同社では入社後一定期間が経過してから厚生年金保険の加入手続を行っていたも

のと推認されることなどを理由として、既に当委員会の決定に基づき、当該期間に係

る年金記録の訂正は必要でないとする平成 20 年 10 月 29 日付けの通知が行われてい

る。 

今回、申立人は、当委員会の当該決定に納得できない上、Ａ社に勤務していた期間

は、よく考えると、前回申し立てた期間と異なり、昭和 34年４月頃から 35年５月頃

までであると思うとして、当時の事業主の息子（現在の事業主）及び当時一緒に勤務

していた同僚二人の名前を挙げて、これらの者から聴取することにより、申立人の同

社における勤務が確認できるはずなので、これに基づき、年金記録を訂正してほしい

と申し立てている。 

しかしながら、上記３人のうち、一人は既に死亡しており、また、他の二人からも、

申立人が申立期間①においてＡ社に勤務していたという新たな証言は得られず、当委

員会の上記決定を変更すべき新たな事情も見当たらないことから、申立人が厚生年金

保険の被保険者として、申立期間①に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことを認めることはできない。 

２ 申立期間②に関しては、申立人は、平成 19 年に、Ｂ社に昭和 36 年 11 月１日から

39 年４月 16 日まで勤務したので、当該期間を厚生年金保険の被保険者期間として認

めてほしい旨申し立てているが、ⅰ）同僚等の証言から、同社に当該期間において勤

務していたことは推認できるものの、同社の関係者は、当時は、事業主の判断に基づ

き、従業員ごとに試用期間を設け、厚生年金保険の被保険者の加入手続を行っていた

と推認できること、ⅱ）申立人と共に駅伝大会（昭和 37 年 11 月 23 日）に参加した

同僚も、参加当時、厚生年金保険の被保険者ではなく、入社後、数年を経て厚生年金

保険の被保険者になっていることなどを理由として、既に当委員会の決定に基づき、

当該期間について年金記録の訂正は必要でないとする平成 20 年 10 月 29 日付けの通

知が行われている。 

今回、申立人は、当委員会の当該決定に納得できない上、Ｂ社に勤務していた期間

は、よく考えると、前回申し立てた期間と異なり、申立期間①のＡ社を退職した昭和



 

35 年５月頃から、Ａ社の加入記録のある期間も含め、Ｂ社で厚生年金保険の被保険

者資格を取得した 39年４月 16日までであると思うとして、Ｂ社で当時一緒に勤務し

ていた同僚３人の名前を挙げて、これらの者から聴取することにより、申立人の同社

における勤務が確認できるはずなので、これに基づき、年金記録を訂正してほしいと

申し立てている。 

しかしながら、前回、同僚等の証言から勤務が推認できた昭和36年11月１日から

39年４月 16日までの期間を除く、35年５月頃から 36年 10月までの期間については、

上記同僚３人から聴取したが、申立人がＢ社に勤務していたことは確認できなかった。

しかも、同社は、既に昭和 43 年８月２日に厚生年金保険の適用事業所でなくなって

おり、当時の事業主も死亡しているため、同社及び当時の事業主から、申立人の当該

期間における勤務の状況や厚生年金保険料の控除について確認することができない。

そこで、他の従業員にも照会したが、申立人が当該期間にＢ社に勤務していたことは

確認できなかった。 

また、昭和 36 年 10 月１日から同年 11 月１日までの期間については、Ａ社におい

て加入記録が有ることから、Ｂ社に勤務していたことは考えられない。 

さらに、昭和36年11月１日から39年４月16日までの期間については、当委員会

の前回の決定を変更すべき新たな事情も見当たらない。 

これらのことから、申立人が厚生年金保険の被保険者として、申立期間②（昭和

36 年 10 月１日から同年 11 月１日までの期間を除く。）に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

３ 申立期間③については、申立人は、平成 19 年の申立てにおいては申立てをしてい

なかったが、Ｂ社で加入記録のある昭和 40 年８月２日までの期間の後、Ｃ社におい

て厚生年金保険の資格を取得した 41年 10月の直前まで、引き続きＢ社に勤務したの

で、申立期間③について厚生年金保険の被保険者として認めてほしいと申し立ててい

る。 

しかし、Ｂ社は、既に昭和 43 年８月２日に厚生年金保険の適用事業所でなくなっ

ており、しかも、当時の事業主も死亡しているため、同社及び当時の事業主から、申

立人の申立期間③における勤務の状況や厚生年金保険料の控除について確認すること

ができない。 

また、申立人がＢ社において一緒に勤務していたとして名前を挙げた上記３人の同

僚や申立期間③に加入記録のあるその他の複数の従業員に照会したが、申立人が申立

期間③に勤務していたことを確認できなかった。 

このほか、申立人の申立期間③における勤務及び厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険被保険者として、申立期間③に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたと認めることはできない。 



 

東京厚生年金 事案22135 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和７年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨   

申 立 期 間 ： 昭和33年１月20日から35年８月１日まで 

平成 22 年６月に年金事務所から年金記録の回答書をもらった際に、Ａ社に勤務し

ていた期間が脱退手当金の支給済期間となっていることを初めて知った。しかし、私

は、脱退手当金を請求した記憶も受給した記憶も無いので、脱退手当金を受給してい

ないことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人については、オンライン記録において、申立期間に係る脱退手当金が昭和 35

年 12月 23日に支給決定されていることが確認できるところ、申立人が申立期間に勤務

したＡ社に係る事業所別被保険者名簿から、申立人の厚生年金保険被保険者資格喪失日

である同年８月１日の前後各３年以内に資格喪失した女性であって、脱退手当金の受給

資格のある者を抽出し、脱退手当金の支給記録を調査したところ、受給資格のある申立

人を含む５人全員に支給記録が確認でき、５人とも厚生年金保険被保険者資格喪失日か

ら５か月以内に支給決定がなされていることを踏まえると、同社では脱退手当金の代理

請求が行われており、申立人の脱退手当金についても、同社が代理請求したものと考え

られる。 

また、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿の申立人の欄には、脱退手当金が支給されて

いることを意味する「脱」の表示が記されている上、申立期間に係る脱退手当金は、支

給額に計算上の誤りは無く、申立人の申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日

である昭和 35 年８月１日から約５か月後に支給決定されているなど、当該脱退手当金

の支給に係る一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

さらに、申立人から聴取しても、脱退手当金については、請求した記憶も受給した記

憶も無いというほかに、受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る

脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



 

東京厚生年金 事案22136 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和20年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和39年３月17日から43年３月１日まで 

             ② 昭和43年９月１日から45年７月１日まで 

             ③ 昭和45年７月１日から46年１月16日まで 

平成 21 年９月頃、社会保険事務所（当時）で年金記録を確認した際に申立期間に

係る脱退手当金の支給記録があることを初めて知った。脱退手当金を請求した記憶も

もらった記憶も無いので、脱退手当金を受給していないことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人については、オンライン記録において、申立人が申立期間③に勤務したＡ社Ｂ

支店を退職後の昭和 46年６月 30日に申立期間①、②及び③に係る脱退手当金が支給決

定されている記録があるところ、同支店に係る申立人の厚生年金保険被保険者原票には、

脱退手当金が支給されていることを意味する「脱」の表示が記されている上、当該脱退

手当金は、支給額に計算上の誤りは無く、申立人の申立期間③に係る厚生年金保険被保

険者資格喪失日である 46年１月 16日から約５か月後に支給決定されているなど、当該

脱退手当金の支給に係る一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、申立人から聴取しても、脱退手当金については、請求した記憶も受給した記憶

も無いというほかに、受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係

る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



 

東京厚生年金 事案22137（事案8369の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正14年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和17年10月24日から20年９月18日まで 

申立期間を対象として支給されたとする脱退手当金について、請求した記憶も、受

給した記憶も無い旨を第三者委員会に申し立てたところ、同委員会から、脱退手当金

の支給に係る事務処理に不自然さは無いなどの理由により、記録訂正を行うことがで

きないと通知があった。 

しかし、Ａ社は、昭和20年８月15日の終戦で即時解散となりＢ市Ｃ町の親元へ帰

郷したので、脱退手当金を請求できる状況になかった。もう一度調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、申立人が申立期間において勤務していたＡ社に係

る厚生年金保険被保険者記号番号払出簿及び被保険者名簿の申立人の欄には、脱退手当

金が支給されていることを意味する「脱」の表示が記されている上、申立期間に係る脱

退手当金は、支給額に計算上の誤りは無く、申立人の申立期間に係る厚生年金保険被保

険者台帳（旧台帳）には、支給日や支給金額に加えて支給の根拠となる該当条文などの

具体的な記載があるなど、当該脱退手当金の支給に係る一連の事務処理に不自然さはう

かがえないことなどを理由として、既に当委員会の決定に基づき、年金記録の訂正は必

要でないとする平成22年４月７日付けの通知が行われている。 

今回、申立人は、終戦によりＡ社は即時解散し、自分は帰郷したので、同社を管轄す

るＤ社会保険出張所（当時）には脱退手当金を請求できる状況になかったという前回と

同様の理由により、前回の審議結果に納得できないとし、再度申し立てているが、申立

人の帰郷地は、同社が存在したＥ市と同じ県内のＢ市であり、Ｄ社会保険出張所まで出

向くのが困難な場所であったとは言えず、また、そもそも脱退手当金の請求手続は、居

住地に最寄りの社会保険出張所（当時）でも可能であったことから、請求できる状況に

なかったとはいえない。 

このほか、申立人からは新たな資料等の提出も無く、当委員会の当初の決定を変更す



 

べき新たな事情も見当たらないことから、申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給

していないものと認めることはできない。 



 

東京厚生年金 事案22138（事案6448の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和22年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和37年５月17日から同年６月１日まで 

             ② 昭和49年９月１日から同年９月６日まで 

平成 21 年に、申立期間①及び②に勤務したＡ社における厚生年金保険の加入記録

が無いので、当該期間を被保険者期間として認めてほしい旨を第三者委員会に申し立

てたところ、同委員会から、申立内容を確認できる資料が無いなどの理由により、記

録訂正を行うことができないと通知があった。 

しかし、Ａ社には、昭和 37 年５月 17 日に入社し、49 年９月５日までずっと勤務

していたことは間違いないので、各申立期間について厚生年金保険の被保険者として

認めてもらいたい。新たな資料等は無いが、再度申し立てる。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①に係る前回の申立てについては、ⅰ）申立人は、Ａ社に入社した時期は

定かではないと供述している上、同社の被保険者名簿で確認できる従業員からも、申

立人が申立期間①において同社に勤務していたことを確認できなかったこと、ⅱ）Ａ

社では、当時の人事記録等が残っていないため、申立期間①に係る申立人の勤務実態

及び厚生年金保険料の給与からの控除について確認することができないと回答してい

ること、ⅲ）Ａ社及び上述の従業員は、「当時、入社後１か月前後の試用期間があり、

当該期間については厚生年金保険に加入させない取扱いだった。」と供述しており、

このことは、被保険者名簿の記録において、当該従業員が入社したと記憶している日

から、おおむね１か月後に厚生年金保険の被保険者資格を取得していることが確認で

きることからもうかがえることなどを理由として、既に当委員会の決定に基づき、年

金記録の訂正は必要でないとする平成22年１月27日付けの通知が行われている。 

今回の再申立てに当たり、申立人は、Ａ社への入社日を昭和37年５月17日と特定

し、申立期間①について、新たな資料等は無いが、厚生年金保険の被保険者であった



 

ことを認めてほしいと主張している。 

しかしながら、申立人のＡ社への入社日が、申立人の主張する昭和37年５月17日

であることを同社や同社の従業員等から確認することはできなかったほか、申立期間

①に係る当委員会の上記決定を変更すべき新たな資料及び事情は見当たらないことか

ら、申立人が厚生年金保険被保険者として、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

２ 申立期間②に係る前回の申立て（昭和 49年８月 31日を除く。）については、ⅰ）

Ａ社の当時の代表者は、申立人の退職日は 49年８月 31日であると記憶している旨供

述している上、同社の被保険者名簿で確認できる従業員からは、申立人の申立期間②

に係る勤務状況及び退職日等について供述を得ることができなかったこと、ⅱ）申立

人に係る雇用保険の加入記録から、申立人の離職日は 49年８月 31日とされているこ

とが確認できることなどを理由として、既に当委員会の決定に基づき、年金記録の訂

正は必要でないとする平成22年１月27日付けの通知が行われている。 

申立人は、前回の審議結果に納得できないとして、申立期間②について、新たな資

料等は無いが、厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしいと主張している。 

しかしながら、申立期間②に係る当委員会の上記決定を変更すべき新たな資料及び

事情は見当たらないことから、申立人が厚生年金保険被保険者として、当該期間に係

る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



 

東京厚生年金 事案22139（事案18928の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和15年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和38年２月１日から40年２月１日まで 

             ② 昭和40年２月２日から46年１月１日まで 

申立期間に係る脱退手当金については、受け取った記憶は無いので、受け取って

いないことを認めてほしいと平成 22 年 10 月に第三者委員会に申立てをしたが、Ａ

社において代理請求の可能性が高いこと及び一連の事務処理に不自然さはうかがえ

ないことなどの理由により記録訂正できないと23年７月に通知があった。 

しかし、代理請求の可能性が高いとした通知内容に納得することができない。新

たな証拠は無いが、脱退手当金は受け取っていないので、再度申し立てる。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、ⅰ）申立人が申立期間②において勤務していたＡ社に係

る事業所別被保険者名簿から、申立人の厚生年金保険被保険者資格喪失日前後に資格喪失した

女性であって、脱退手当金の受給資格のある者の支給記録及び当該支給記録の有る者の供述を

踏まえると、申立人の脱退手当金の請求についても、同社が代理請求をした可能性が高いもの

と考えられること、ⅱ）上記被保険者名簿の申立人の欄には、脱退手当金が支給されたことを

意味する「脱退」の表示が記されているとともに、申立期間の脱退手当金は、支給額に計算上

の誤りは無く、申立期間②に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日から約２か月後に支給決定

されているなど、当該脱退手当金の支給に係る一連の事務処理に不自然さはうかがえないこと

などから、既に当委員会の決定に基づき、年金記録の訂正は必要でないとする平成 23 年７月

27日付けの通知が行われている。 

今回、申立人は、やはり申立期間に係る脱退手当金は受給していないので、上記通知に納得

できないとして、再度支給記録の訂正を申し立てている。 

しかしながら、申立人から新たな資料等の提出は無い上、当委員会の当初の決定を変更すべ

き事情も見当たらないことから、申立人が申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと

認めることはできない。 



 

東京厚生年金 事案22142 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和37年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成元年９月１日から２年９月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間

中、同社には継続して勤務し、厚生年金保険料が給与から控除されていたはずなので、

申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の事業主は、「申立人の退職日は、平成元年９月１日である。」旨供述している

上、同社から提出のあった、平成元年６月分から同年 10 月分までの給与台帳によれば、

申立人に対する給与額は、同年６月分から同年８月分までは記載されているが、同年９

月分及び同年 10 月分では申立人の氏名が記載されておらず、申立期間における給与の

支払が確認できない。 

また、申立人がほぼ同時期にＡ社を退職したと記憶している元同僚は、「申立人は、

私が退職した平成２年 12 月末には既に退職していたが、いつ頃まで勤務していたか記

憶していない。」旨供述していることから、申立人の申立期間における勤務が確認でき

ない。 

さらに、オンライン記録によると、遡って記録が訂正されるなど、社会保険事務所

（当時）の事務処理に不自然な点は見当たらない。 

なお、申立人のＡ社における雇用保険の加入記録は、確認できなかった。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたと認めることはできない。 



 

東京厚生年金 事案22144 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和26年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和49年11月１日から55年10月21日まで 

Ａ社（後に、Ｂ社。現在は、Ｃ社）に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保

険の加入記録が無い。同社には申立期間も勤務していたので、申立期間を厚生年金保

険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録によると、申立人のＡ社における資格取得日は昭和 50 年１月７日とな

っていることから、申立人は、申立期間のうち、同日から同社に勤務していたことは認められ

る。 

しかしながら、Ａ社の経理担当の元従業員は、事業主は従業員によって厚生年金保険に加入

させたり、加入させなかったりがあったように思うと供述しているところ、複数の元従業員の

供述及び同社に係る事業所別被保険者名簿によると、従業員が記憶している入社日と厚生年金

保険の被保険者資格取得日とは一致していないことから、同社では必ずしも入社日から厚生年

金保険に加入させていなかったことがうかがえる。 

また、申立期間当時のＡ社の元事業主及びＢ社の元事業主に照会したが回答は無く、Ｃ社で

は、保存されている申立期間当時の資料には申立人の記録は無いと回答していることから、申

立人の申立期間における勤務状況及び厚生年金保険料の控除について確認することができない。 

さらに、上記被保険者名簿及び厚生年金保険手帳記号番号払出簿における申立人の被保険者

資格取得日は一致している。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及

び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚生年金

保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

ことを認めることはできない。 



 

東京厚生年金 事案22145 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和26年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成17年３月１日から18年５月まで 

Ａ社に勤務した申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。給与から社会保険料が

控除されており、源泉徴収票を提出するので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期

間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録及びＡ社における申立人の同僚の供述から、申立人が申立期間に

同社に勤務していたことは認められる。 

しかしながら、オンライン記録によると、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所となった

のは平成 17年６月１日であり、申立期間のうち、同年３月１日から同年５月 31日まで

は適用事業所となっていない。 

また、Ａ社は、既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、事業主に照会し

たが回答は無く、元従業員及び申立人の同僚は、同社での厚生年金保険加入の取扱いに

ついては不明であるとしており、申立人の厚生年金保険料の控除について確認すること

ができない。 

さらに、オンライン記録によると、申立人と同様に営業を担当していたとする従業員

及び経理を担当していたとする取締役が、申立人と同様に厚生年金保険の被保険者とな

っていないことが確認できることから、Ａ社では必ずしも従業員全員を厚生年金保険に

加入させていなかったことがうかがえる。 

加えて、申立人から提出された平成 17 年分給与所得の源泉徴収票及び給与振込口座

の給与振込額等からは、申立人の給与から厚生年金保険料が控除されていたことを推認

することはできない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 



 

こられの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことを認めることはできない。 



 

東京厚生年金 事案22146 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和10年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和34年11月から35年７月末日まで 

Ａ事業所（現在は、Ｂ社）に勤務した申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。

同事業所に勤務していたことは確かなので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間

として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人のＡ事業所における勤務状況に関する供述は具体的であり、同事業所の当時の

事業主が供述する業務内容とも一致することから、期間は特定できないものの、申立人

が同事業所に勤務していたことはうかがえる。 

しかしながら、Ｂ社は、申立期間当時の人事記録、賃金台帳等の資料が保管されてい

ないことから、申立人の勤務状況及び申立人の給与から厚生年金保険料を控除していた

かどうかは不明であると回答している。 

また、Ａ事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、申立期間当時の複数

の従業員に照会したものの、申立人を記憶している者がいないことから、これらの者か

ら申立人の勤務状況及び厚生年金保険料の控除について確認することはできない。 

さらに、申立人は、Ｃ社を退職後にＡ事業所に勤務したと供述しているが、オンライ

ン記録及びＣ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、昭和 34 年７月１

日から 35年２月 20日までは同社における厚生年金保険の被保険者期間となっているこ

とが確認できる。 

加えて、Ａ事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、申立期間当時の健

康保険の番号に欠番は無く、記載に不自然さは見られない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚



 

生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことを認めることはできない。 



 

東京厚生年金 事案22147 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和９年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和28年11月から31年10月まで 

Ａ社に勤務した申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。勤務したことは確かな

ので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人のＡ社に係る具体的な供述から、期間は特定できないものの、申立人が同社に

勤務していたことはうかがえる。 

しかしながら、Ａ社は、適用事業所名簿によると、厚生年金保険の適用事業所であっ

た期間は昭和 29年７月１日から 31年１月 30日までであり、申立期間のうち、28年 11

月から 29年６月 30日まで及び 31年１月 31日から同年 10月までは適用事業所となっ

ていない。 

また、Ａ社の事業主の所在は不明であり、申立期間当時の複数の従業員に照会したが、

申立人を記憶している者はおらず、申立人の勤務状況及び厚生年金保険料の控除につい

て確認することができない。 

さらに、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿に、健康保険の番号

の欠番は無く、不自然さは見られない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことを認めることはできない。 



 

東京厚生年金 事案22148 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険の被保険者であったと認めることはでき

ない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和14年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成21年２月16日から22年９月まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。70 歳に

なったときに事業主から厚生年金保険の継続加入手続をしておくと説明され、給与か

ら厚生年金保険料は控除されていたので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間と

して認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

健康保険被保険者に係るオンライン記録及び申立人から提出された給与明細書により、

申立人は申立期間もＡ社に継続して勤務していたことは認められる。 

また、上記給与明細書により、申立人は申立期間において給与から厚生年金保険料を

控除されていたことが認められる。 

一方、申立期間は、申立人が 70歳に到達した平成 21年＊月＊日以降の期間で、厚生

年金保険法第９条の規定に基づく被保険者とはならない期間であるが、厚生年金保険法

附則第４条の３の規定によると、適用事業所に使用される 70 歳以上の者であって、老

齢厚生年金、国民年金法による老齢基礎年金その他の老齢又は退職を支給事由とする年

金たる給付であって政令で定める給付の受給権を有しないものは、厚生年金保険法第９

条の規定にかかわらず、社会保険庁長官（当時）に申し出て被保険者（以下「高齢任意

加入被保険者」という。）となることができるとされている。 

また、申立人は、70 歳になったときに、事業主から厚生年金保険の継続加入手続を

しておくとの説明を受けたが、事業主が厚生年金保険料の負担に同意をしなかったため、

給与支給日に給与明細書から控除されている厚生年金保険料額と同額の金額を事業主に

渡していた旨供述している。 

しかしながら、社会保険事務所（当時）の高齢任意加入被保険者受付簿に申立人の記

載は無く、また、厚生年金保険法施行規則第５条の２第２項の規定により、厚生年金保



 

険高齢任意加入被保険者資格取得申出書に生年月日に関する市区町村長の証明書又は戸

籍の抄本を添付することとされているが、申立人は、これらの添付書類を事業主に提出

した覚えは無いと供述しており、申立人に係る厚生年金保険高齢任意加入被保険者資格

取得の申出を確認できない。 

また、Ａ社の申立期間当時の事業主は所在が不明であり、事業主が申立人に係る高齢

任意加入被保険者資格取得の届出を行ったか否かについて確認することができない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料を総合的に判断すると、申立人は、申

立期間について、厚生年金保険の被保険者であったと認めることはできない。 

 


